
 

新型コロナウイルス感染症対策分科会（第２回） 

 

日時：令和２年７月 16日（木） 

18時 00分～20時 00分 

場所：合同庁舎８号館１階講堂 

 

議 事 次 第 

 

 

 

１．議 事 

（１）最近の感染状況と当面の対応 

（２）Ｇｏ Ｔｏ トラベル事業の進め方等 

（３）ワクチン接種について 

（４）国際的な人の往来の再開について 

（５）検査体制について 
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最近の感染状況と当面の対応

資料１－１



1-1. 全国の感染状況、医療提供体制、
検査体制について



（
１
）
感
染
の
状
況
（
疫
学
的
状
況
）

（
２
）
①
医
療
提
供
体
制
（
療
養
状
況
）

A
B

C
D

E
F

G
H

I
J

K
L

時
点

2019.10
~

7/14(1W
)

~
7/14(1W

)
~

7/7(1W
)

~
7/10(1W

)
7/7

7/7
6/30

6/30
7/7

6/30

単
位

千
人

人
人

％
人

人
人

人
人

人

北
海
道

5,250
26

0.495
15
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50%

65
6
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6

6
4

埼
玉
県

7,350
249

3.388
150

1.66
39%

111
4

81
3

44
10

千
葉
県

6,259
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2.093
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1.93
51%

66
1

40
2

7
5

東
京
都

13,921
1,216

8.735
748

1.63
43%

453
8

297
10

162
71

神
奈
川
県

9,198
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1.990
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1.78
58%

59
7

51
10

51
12

青
森
県

1,246
3

0.241
0

-
100%

0
0

0
0

0
0

岩
手
県

1,227
0

0.000
0

-
-

0
0

0
0

0
0

宮
城
県

2,306
12

0.520
4

3.00
100%

4
0

4
0

2
1

秋
田
県

966
0

0.000
0

-
-

0
0

0
0

0
0

山
形
県

1,078
2

0.186
2

1.00
0%

3
0

1
1

0
0

福
島
県

1,846
2

0.108
0

-
0%

1
0

1
0

0
0

茨
城
県

2,860
17

0.594
13

1.31
64%

12
1

5
0

2
0

栃
木
県

1,934
15

0.776
9

1.67
29%

17
0

16
0

0
0

群
馬
県

1,942
2

0.103
2

1.00
100%

3
0

3
0

0
0

新
潟
県

2,223
2

0.090
1

2.00
0%

1
0

0
0

0
0

富
山
県

1,044
1

0.096
2

0.50
50%

2
0

0
0

0
0

石
川
県

1,138
0

0.000
0

-
-

8
1

16
1

0
0

福
井
県
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2

0.260
0

-
-

0
0

0
0

0
0

山
梨
県

811
1

0.123
1

1.00
100%

0
0

1
0

0
0

長
野
県

2,049
2

0.098
0

-
-

1
0

1
0

0
0

岐
阜
県

1,987
5

0.252
4

1.25
100%

6
2

2
1

0
0

静
岡
県

3,644
8

0.220
7

1.14
0%

6
0

4
0

0
0

愛
知
県

7,552
11

0.146
2

5.50
0%

4
0

3
0

0
0

三
重
県

1,781
4

0.225
0

-
0%

0
0

0
0

0
0

滋
賀
県

1,414
3

0.212
2

1.50
0%

4
0

2
0

0
0

京
都
府

2,583
55

2.129
32

1.72
20%

35
0

16
0

3
0

大
阪
府

8,809
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1.828
72

2.24
63%
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3
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3
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8

兵
庫
県

5,466
31

0.567
11

2.82
71%
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0

6
0

1
0

奈
良
県

1,330
28

2.105
6

4.67
13%

9
0

0
0

0
0

和
歌
山
県
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2.162
0

-
27%

0
0

1
0

0
0

鳥
取
県

556
1

0.180
1

1.00
-

1
0

0
0

0
0

島
根
県
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0

0.000
0

-
-

0
0

0
0

0
0

岡
山
県

1,890
1

0.053
2

0.50
-

2
0

1
0

0
0

広
島
県

2,804
15

0.535
3

5.00
44%

4
0

0
0

0
0

山
口
県

1,358
0

0.000
0

-
-

0
0

0
0

0
0

徳
島
県

728
1

0.137
3

0.33
25%

4
0

1
0

0
0

香
川
県

956
3

0.314
0

-
100%

0
0

0
0

0
0

愛
媛
県

1,339
0

0.000
0

-
-

0
0

1
1

0
0

高
知
県

698
1

0.143
0

-
-

0
0

0
0

0
0

福
岡
県

5,104
43

0.842
35

1.23
39%

38
2

16
2

0
0

佐
賀
県

815
0

0.000
0

-
-

0
0

0
0

0
0

長
崎
県

1,327
13

0.980
1

13.00
100%

1
0

0
0

0
0

熊
本
県

1,748
0

0.000
0

-
-

0
0

1
0

0
0

大
分
県

1,135
0

0.000
0

-
-

0
0

0
0

0
0

宮
崎
県

1,073
2

0.186
1

2.00
0%

1
0

0
0

0
0

鹿
児
島
県

1,602
36

2.247
108

0.33
9%

58
1

0
0

34
0

沖
縄
県

1,453
6

0.413
0

-
0%

0
0

0
0

0
0

日
本

126,167
2,314

1.834
1408

1.64
43%

1,039
36

696
40

335
111

※
：

人
口

推
計

　第
４

表
   都

道
府

県
，

男
女

別
人

口
及

び
人

口
性

比
－

総
人

口
，

日
本

人
人

口
（

2019年
10月

１
日

現
在

）
※

：
累

積
陽

性
者

数
は

、感
染

症
法

に
基

づ
く陽

性
者

数
の

累
積

（
各

都
道

府
県

の
発

表
日

ベ
ー

ス
）

を
記

載
。

※
：

入
院

確
定

数
は

、一
両

日
中

に
入

院
す

る
こと及

び
入

院
先

が
確

定
して

い
る

者
の

数
。

※
：

重
症

者
数

は
、集

中
治

療
室

（
ICU）

等
で

の
管

理
、人

工
呼

吸
器

管
理

又
は

体
外

式
心

配
補

助
（

ECM
O

）
に

よ
る

管
理

が
必

要
な

患
者

数
。

直
近
１
週
間
と

そ
の
前
１
週
間
の
比

（
B/D

）

入
院
患
者
・

入
院
確
定
数

人
口

直
近
１
週
間

累
積
陽
性
者
数

対
人
口
10万

人
B/(A/100)

そ
の
前
１
週
間

累
積
陽
性
者
数

感
染
経
路
不
明

な
者
の
割
合

（
ア
ン
リン
ク
割
合
）

うち
重
症
者
数

入
院
患
者
・

入
院
確
定
数

うち
重
症
者
数

宿
泊
患
者
数



（
２
）
②
医
療
提
供
体
制
（
病
床
確
保
等
）

（
３
）
検
査
体
制
の
構
築

M
N

O
P

Q
R

S
T

U
V

W

時
点

5/1
5/1

5/19
7/7

7/7
7/7

~
7/12(1W

)
~

7/5(1W
)

~
7/12(1W

)
~

7/5(1W
)

単
位

床
床

室
件

件
人

人

北
海
道

済
済

済
700

1,558
810

1,523
1,352

1.13
17

38

埼
玉
県

済
済

済
602

602
1,055

7,555
4,991

1.51
224

130

千
葉
県

済
済

済
819

1,700
736

4,348
4,514

0.96
109

59

東
京
都

済
済

済
3,300

4,000
1,307

21,350
15,195

1.41
1,162

652

神
奈
川
県

済
済

済
2,050

2,800
2,431

4,818
3,838

1.26
158

121

青
森
県

済
済

済
144

225
30

123
84

1.46
3

0

岩
手
県

済
済

済
93

166
85

117
20

5.85
0

0

宮
城
県

済
済

済
388

400
100

745
443

1.68
8

4

秋
田
県

済
済

済
105

105
16

74
9

8.22
0

0

山
形
県

済
済

予
定

150
150

188
211

97
2.18

1
1

福
島
県

済
済

済
229

800
100

693
644

1.08
1

0

茨
城
県

済
済

済
151

1,000
34

1,615
1,281

1.26
16

10

栃
木
県

済
済

済
271

271
111

1,154
901

1.28
8

13

群
馬
県

済
済

済
170

280
150

706
475

1.49
0

3

新
潟
県

済
済

済
411

766
50

458
310

1.48
2

1

富
山
県

済
済

済
500

500
100

386
255

1.51
2

1

石
川
県

済
済

済
233

520
340

108
68

1.59
0

0

福
井
県

済
済

済
176

350
15

339
2

169.50
1

0

山
梨
県

済
済

済
80

400
21

969
1,072

0.90
1

1

長
野
県

済
済

済
300

300
200

432
237

1.82
1

0

岐
阜
県

済
済

済
342

458
466

587
175

3.35
2

4

静
岡
県

済
済

済
200

400
155

1,271
993

1.28
8

6

愛
知
県

済
済

済
500

1,500
1,300

1,506
651

2.31
6

2

三
重
県

済
済

済
176

176
100

98
91

1.08
4

0

滋
賀
県

済
済

済
161

450
62

366
244

1.50
3

2

京
都
府

済
済

済
431

431
338

1,327
1,089

1.22
46

26

大
阪
府

済
済

済
1,253

1,615
1,565

4,082
2,751

1.48
143

64

兵
庫
県

済
済

予
定

515
515

578
1,467

933
1.57

26
7

奈
良
県

済
済

済
434

500
108

1,646
275

5.99
24

3

和
歌
山
県

済
済

済
150

177
137

538
128

4.20
16

0

鳥
取
県

済
済

済
322

300
640

363
460

0.79
1

1

島
根
県

済
済

済
253

253
65

26
20

1.30
0

0

岡
山
県

済
済

済
220

250
78

274
165

1.66
0

2

広
島
県

済
済

済
266

270
130

546
183

2.98
10

1

山
口
県

済
済

済
423

423
638

242
172

1.41
0

0

徳
島
県

済
済

済
172

200
208

264
70

3.77
4

0

香
川
県

済
済

済
163

163
101

186
135

1.38
1

0

愛
媛
県

済
済

済
223

223
67

121
35

3.46
0

0

高
知
県

済
済

済
166

200
16

80
27

2.96
0

0

福
岡
県

済
済

済
490

1,800
826

3,396
2,864

1.19
45

32

佐
賀
県

済
済

済
146

232
230

96
51

1.88
0

0

長
崎
県

済
済

済
307

903
163

737
88

8.38
8

1

熊
本
県

済
済

済
378

400
1,430

211
151

1.40
0

0

大
分
県

済
済

済
258

300
700

273
174

1.57
0

0

宮
崎
県

済
済

済
204

231
200

53
50

1.06
2

1

鹿
児
島
県

済
済

済
253

253
188

2,360
872

2.71
47

87

沖
縄
県

済
済

済
225

430
0

340
141

2.41
6

0

日
本

-
-

-
19,503

29,946
18,368

70,180
48,776

1.44
2,116

1,273

※
：

受
入

確
保

病
床

数
は

、ピ
ー

ク時
に

新
型

コロナ
ウ

イル
ス

感
染

症
患

者
が

利
用

す
る

病
床

として
、各

都
道

府
県

が
医

療
機

関
と調

整
を

行
い

、確
保

して
い

る
病

床
数

。実
際

に
は

受
入

れ
患

者
の

重
症

度
等

に
よ

り、変
動

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
※

：
受

入
確

保
想

定
病

床
数

は
、ピ

ー
ク時

に
新

型
コロナ

ウ
イル

ス
感

染
症

患
者

が
利

用
す

る
病

床
として

、各
都

道
府

県
が

見
込

ん
で

い
る

（
想

定
して

い
る

）
病

床
数

で
あ

り変
動

しうる
点

に
特

に
留

意
が

必
要

。ま
た

、実
際

に
は

受
入

れ
患

者
の

重
症

度
等

に
よ

り、変
動

    す
る

可
能

性
が

あ
る

。受
入

確
保

病
床

数
が

、受
入

確
保

想
定

病
床

数
を

超
え

る
都

道
府

県
に

あ
って

は
、受

入
確

保
病

床
数

を
受

入
確

保
想

定
病

床
数

として
記

載
。

※
：

宿
泊

施
設

確
保

数
は

、受
け

入
れ

が
確

実
な

宿
泊

施
設

の
部

屋
として

都
道

府
県

が
判

断
し、厚

生
労

働
省

に
報

告
した

室
数

。都
道

府
県

の
運

用
に

よ
って

は
、事

務
職

員
の

宿
泊

や
物

資
の

保
管

、医
師

・看
護

師
の

控
え

室
の

た
め

に
使

用
す

る
居

室
等

として
、一

部
　　使

わ
れ

る
場

合
が

あ
る

。（
居

室
数

が
具

体
的

に
確

認
で

き
た

場
合

、数
値

を
置

き
換

え
る

ことに
よ

り数
値

が
減

る
場

合
が

あ
る

。）
数

値
を

非
公

表
として

い
る

県
又

は
調

整
中

の
県

は
「-」で

表
示

。
※

：
PCR検

査
件

数
は

、①
各

都
道

府
県

か
ら報

告
が

あ
った

地
方

衛
生

研
究

所
・保

健
所

の
PCR検

査
件

数
（

PCR検
査

の
体

制
整

備
に

か
か

る
国

へ
の

報
告

に
つ

い
て

（
依

頼
）

（
令

和
２

年
３

月
５

日
）

）
、②

厚
生

労
働

省
か

ら依
頼

した
民

間
検

査
会

社
、大

学
、医

療
　　機

関
の

PCR検
査

件
数

を
計

上
。一

部
、未

報
告

の
検

査
機

関
が

あ
った

として
も

、現
時

点
で

得
られ

て
い

る
検

査
件

数
を

計
上

して
い

る
。

新
型
コ
ロ
ナ
対
策

協
議
会
の

設
置
状
況

患
者
受
入
れ

調
整
本
部

の
設
置
状
況

受
入
確
保

病
床
数

(参
考
)そ
れ
ぞ
れ
の
週

の
陽
性
者
数

受
入
確
保

想
定
病
床
数

宿
泊
施
設

確
保
数

最
近
１
週
間
の

PCR
検
査
件
数

2週
間
前
の

PCR
検
査
件
数

変
化
率

(S/T)
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1-2. 首都圏の感染状況の分析



東京都の感染状況の推移
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新規
陽性者数 入院者数 確保

病床数 重症者数 重症者症用
確保病床数

PCR
検査等
判明数

陽性率
若年層患者
(20・30代
の割合)

4月7日 87 ー ー ー ー 271 22.1% 41.3%

ピーク時 206
(4/17)

1,832
(4/28)

2,000
(4/28)

105
(4/28) ー 329

(4/17)
25.5%
(4/17) 31.7%

5月25日 8 474 3,300 39 400 954 1.0% 62.5%

現在 165
(7/15)

721
(7/15)

2,800
(7/15)

8
(7/15)

100
(7/15)

2522
(7/14)

6.0%
(7/14)

63.6%
(7/15)

※１ PCR検査等判明数については、1日当たりの数値（報告のタイミング等の理由により、日によって大きな変動があり得ることに留意）。
※２ 5月13日以降、PCR検査に加え、抗原検査が含まれる。
※３ 数値について、東京都HPおよび厚生労働省調査より引用、計算。
※４ 4月28日の病床数は厚労省の調査数値を引用。
※５ 陽性率：陽性判明数の移動平均／（陽性判明数＋陰性判明数）の移動平均

集団感染発生や曜日による件数のばらつき（例えば4月4日のPCR検査数は65件だが、前日3日は551件）により、日々の結果が変動する。このため、こうしたばらつきを平
準化し全体の傾向を見る趣旨から、過去7日間の移動平均値を陽性率として算出（例えば、5月7日の陽性率は、5月1日から5月7日までの実績平均を用いて算出）

東京都の感染状況・医療提供体制・検査体制



6/29 6/30 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 1週間合計
新規陽性者数 58人 54人 67人 107人 124人 131人 111人 652人

-うち接触経路不明者 24人
(41%)

28人
(52%)

20人
(30%)

45人
(42%)

40人
(32%)

46人
(35%)

53人
(48%)

256人
(40%)

-うち夜の街関連 32人
(55%)

15人
(28%)

27人
(40%)

29人
(27%)

58人
(47%)

62人
(47%)

46人
(41%)

269人
(41%)

-うち20代・30代 46人
(79%)

26人
(48%)

49人
(73%)

71人
(66%)

97人
(78%)

98人
(75%)

73
(66%)

460人
(71%)

入院患者数 272人 264人 280人 233人 324人 346人 369 ー
病床使用率 8.2％ 8.0％ 8.5％ 7.1％ 9.8％ 10.5％ 11.2％ ー

【同一の場で複数の感染が発生した事例(主なもの）】
武蔵野中央病院：２名(合計６４名）、ひぐらしの里：１２名(合計１２名）、新宿シアターモリエール：２０名(7.12時点）

① 東京都
(１）首都圏の感染状況等について

7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 1週間合計
新規陽性者数 102人 106人 75人 224人 243人 206人 206人 1162人

-うち接触経路不明者 42人
(41%)

47人
(44%)

34人
(45%)

103人
(46%)

101人
(42%)

101人
(49%)

92人
(45%)

520人
(45%)

-うち夜の街関連 35人
(34%)

23人
(22%)

24人
(32%)

74人
(33%)

110人
(45%)

48人
(23%)

44人
(21%)

358人
(31%)

-うち20代・30代 72人
(71%)

70人
(66%)

27人
(36%)

169人
(75%)

186人
(77%)

144人
(70%)

133人
(65%)

801人
(69%)

入院患者数 419人 427人 444人 441人 487人 529人 580人 ー
病床使用率 12.7％ 12.9％ 13.5% 13.4％ 14.8％ 16.0％ 17.6％ ー

第３回新型コロナウイルス感染症対策
アドバイザリーボード(7月14日）資料
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② 埼玉県

【同一の場で複数の感染が発生した事例(主なもの）】

6/29 6/30 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 1週間合計
新規陽性者数 13 10人 14人 19人 26人 27人 21人 117人

-うち接触経路不明者 4人
(31%)

4人
(40%)

4人
(29%)

8人
(42%)

8人
(31%)

13人
(48%)

4人
(19%)

45人
(38%)

-うち20代・30代 9人
(69%)

4人
(40%)

11人
(79%)

16人
(84%)

17人
(65%)

15人
(56%)

16人
(76%)

79人
(68%)

入院患者数 75人 81人 89人 94人 103人 115人 130人 ー
病床使用率 13％ 14％ 15％ 16％ 17％ 19％ 54％ ー

・さいたま市大宮のキャバクラ店：16名

7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 1週間合計
新規陽性者数 16人 27人 48人 22人 44人 35人 31人 223人

-うち接触経路不明者 6人
(38%)

8人
(30%)

12人
(25%)

12人
(55%)

24人
(55%)

19人
(54%)

18人
(58%)

99人
(43%)

-うち20代・30代 12人
(75%)

9人
(33%)

35人
(73%)

7人
(32%)

19人
(43%)

16人
(46%)

14人
(45%)

112人
(50%)

入院患者数 119人 118人 111人 128人 134人 156人 167人 ー
病床使用率 28.3％ 28.1％ 26.4％ 30.5％ 22.3％ 26.0％ 27.8％ ー

第３回新型コロナウイルス感染症対策
アドバイザリーボード(7月14日）資料
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7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 1週間合計
新規陽性者数 ９人 １１人 １０人 ２２人 １２人 １４人 ３１人 109人

-うち接触経路不明者 ７人
(78%)

６人
(55%)

８人
(80%)

12人
(55%)

４人
(33%)

７人
(50%)

12人
(39%) 56人(51%)

-うち20代・30代 ４人
(44%)

６人
(55%)

６人
(60%)

16人
(73%)

６人
(50%)

10人
(71%)

15人
(48%) 63人(58%)

入院患者数 ６２人 ６６人 ７９人 ８９人 ９６人 １０１人 １２１人 ー

病床使用率 13.5％ 14.4％ 17.2％ 19.4％ 21.0％ 22.0％ 26.5％ ー

【同一の場で複数の感染が発生した事例(主なもの）】
・都内居酒屋：７名
・タムス浦安病院：１６名

③ 千葉県
6/29 6/30 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 1週間合計

新規陽性者数 ４人 7人 7人 １１人 9人 １6人 ７人 ５７人

-うち接触経路不明者 0人
(- %)

４人
(57%)

2人
(29%)

１人
(9%)

7人
(78%)

４人
(25%)

4人
(57%)

19人
(33%)

-うち20代・30代 3人
(75%)

5人
(71%)

2人
(29%)

7人
(64%)

5人
(56%)

13人
(81%)

5人
(71%)

36人
(63%)

入院患者数 33人 40人 42人 52人 45人 53人 54人 ー
病床使用率 4％ 5％ 5％ 7％ ５％ ６％ ７％ ー

第３回新型コロナウイルス感染症対策
アドバイザリーボード(7月14日）資料
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7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 1週間合計
新規陽性者数 11人 ９人 23人 25人 32人 34人 24人 158人

-うち接触経路不明者 ６人
(９%)

４人
(４%)

９人
(39%)

18人
(72%)

20人
(63%)

19人
(56%)

14人
(58%) 90人(57%)

-うち20代・30代 ４人
(36%)

６人
(67%)

11人
(48%)

18人
(72%)

20人
(63%)

18人
(53%)

15人
(63%) 92人(58%)

入院患者数 68人 59人 72人 63人 75人 ー ー ー

病床使用率 ３％ ３％ ４％ ３％ ４％ ー ー ー

【同一の場で複数の感染が発生した事例(主なもの）】

6/29 6/30 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 1週間合計
新規陽性者数 ７人 31人 ６人 13人 24人 20人 20人 121人

-うち接触経路不明者 ４人
(57%)

２人
(６%)

３人
(50%)

11人
(85%)

９人
(38%)

13人
(65%)

11人
(55%) 53人(44%)

-うち20代・30代 ５人
(72%)

28人
(90%)

３人
(50%)

８人
(62%)

17人
(71%)

13人
(65%)

11人
(55%) 85人(70%)

入院患者数 51人 51人 49人 58人 57人 ー ー ー

病床使用率 ２％ ２％ ２％ ３％ ３％ ー ー ー

・横浜市のホストクラブ：26名(６/30新規陽性者）

④ 神奈川県
第３回新型コロナウイルス感染症対策
アドバイザリーボード(7月14日）資料
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※ 7月10日に国、東京都、新宿区、豊島区、専門家による
意見交換を行い、取りまとめた。

1-3. 「夜の街」対策について



①新規感染者は20代、30代の割合が７割

② PCR検査陽性率は５％
検査数も大幅増
４月ピーク時は約900件⇒現在は約3000件

（４月のピーク時は32％）

④ 医療提供体制は余力があるものの更に強化

東京都の感染者の年代別割合
（６月１日からの合計）

46％
24％

20代30代

60代以上 8％

7％

10％
40代

50代

重症者は少ない（６名）※ピーク時は105人

現 状

③ 感染者の多くは「夜の街」に関連

死亡者は２週間ゼロ

７月10日発表



3つの懸念

従業員

客 親

② 友人との飲み会・コンパ・会食での感染拡大

三密回避は対策の基本

③ 中高年への感染拡大

夜の街 ⇒ 家庭 ⇒ 病院・高齢者施設

① 他の「夜の街」への感染拡大の可能性

夜の街 ⇒ 他の「夜の街」

重症者が増大する可能性

親
自分 ⇒ 友人⇒家庭 ⇒病院・高齢者施設

しかし・・・・
PCR検査が増加していることから新規感染者が増加している側面もあるが、
実際に孤発例の増加や地方での感染も見られる

７月10日発表



3つの対策

戦略的なPCR検査等の実施

保健所機能の強化

メリハリの効いた感染防止対策

７月10日発表



感染可能性の高い場所において幅広く検査を実施
（陽性者が出ていない店舗の従業員も対象に）

「夜の街」などで集中的に実施し、ウイルスを封じ込め。

陽性者が増える場合に備え、十分な受け皿を確保。

戦略的なPCR検査等の実施

幅広く検査の受診を呼び掛ける

中等症の病床数をレベル２の2700床を確保するとともに、ホテル等の
宿泊療養施設を新たに２箇所開設し区部２、多摩１を確保（重症用病
床は現在の100床を維持）

７月10日発表



メリハリの効いた感染防止対策
～「夜の街」におけるガイドラインの徹底～

 従業員の生活・健康も守るためにも、ガイドラインの遵守について区市町村と連携

し広報を強化、持続化補助金（最大200万円）の活用の周知（※事業者との協働が大前提。

状況に応じて、特措法24条９項に基づく要請も検討）

 「チェックシート」や「感染拡大防止徹底宣言ステッカー」の普及促進

 万が一、発生した場合は、区が協力金を支払い休業を要請（都が財政的支援）

安心して訪れることができる街をつくるため、

事業者の皆様に対して協力を要請。

安心してお店を利用し、自らが感染を拡大させないため、

利用者の皆様に対して協力を要請。

 ガイドラインを遵守していないバー・クラブ等の接待を伴う飲食店等を利用しない
ことを要請（※事業者との協働が大前提。状況に応じて、特措法24条９項に基づく要請も検討）

 「接触確認アプリ(COCOA)」「東京版新型コロナ見守りサービス」「東京都新型コロ

ナ相談・情報提供サービス（もしサポ＠東京）」の推奨（利用者・従業員など）

７月10日発表



保健所機能の強化
～効果的なクラスター対策～

保健師等や事務サポートをする要員の増員

既存の保健所を補完する「夜の街」対策の新たな拠点を設置

国から感染拡大地域へ人的支援
（大学や学会と連携し保健師などを派遣）

保健師派遣に関する都道府県の広域調整を検討

クラスター対策の要となる保健所の体制を強化。

７月10日発表



我々からの約束と３つのメッセージ

４つの基本「手洗い・マスク・消毒・換気」を徹底

コロナウイルスは「一度戦った敵」 大切な人を守るためにも自分を守る

もう一度、安全・安心な事業実施のため「検温・名簿作成・接触確認アプリ」

４月・５月の経験を生かして、もう一度「３密回避」と「人と人との距離」

自分たちの地域を守るため、事業者・住民・行政が手を組んで「安心な街づくり」

自分たちの未来を守るため、体調が悪い場合はすぐに連絡・相談

国・自治体・専門家はワンチームで
「３つの対策」を実行

これら皆様の取組を行政がサポート

すぐに受診・検査受診相談は、各保健所に
夜間、土日休日は、03-5320-4592に

７月10日発表



これからのあるべき対策の概要（私案）
現在の評価 対策の提案

（注）より正確な評価にはもう暫くの時間が必要。

提案1

提案3

提案2

三密回避の重要性の強調

きめ細やかな対策の迅速な追加

最悪の事態に備えて

現在

爆発的な拡大

緩やかな増加

平坦

微減

大幅減

先手を打って、社会経済的影響を最小限にした対策を。
東京都が進める「夜の街」の対策を更に進めるため、迅速に
対象地域や業種を絞ったきめ細やかな対策を追加すべき。

（注）これらの検討にあたっては、現在協力頂いている「夜の街」の方々
への配慮が必要。

※今までの対策を継続。

※今のところ可能性は低い。

面的な市中感染は見られないが・・・

現在のクラスターも、これまでのクラスターと本質は同じ。
三密がクラスターの原因となっていることから、
再度、三密回避の重要性を強調すべき。

最悪の事態を想定し準備することは危機管理の要諦。
①どのような状態になったら ②どのような対策を打つか
最悪の事態に備えて次の一手をあらかじめ検討しておくべき。

発症日

現在進めている対策（7月10日まとめ）

尾身構成員
脇田構成員
小林構成員
館田構成員
提出資料

報
告
数

資料１－２
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直近の感染状況等の分析と評価（7月 14日（火）） 

 

１．直近の感染状況等  

 新規感染者数は全国的に継続して増加傾向にある。人口 10 万人当たりの１週間

の累積感染者数は、東京都では 8.47人、全国では 1.74 人となった（7/13）。直

近１週間の感染経路が特定できない症例の割合は、東京都で 43％、全国でも 43％

（7/4～7/10）。 

 直近で顕著な感染拡大が認められる東京都では、接待を伴う飲食店や友人との

飲み会などにおいて若年層を中心とした感染者増が続いているが、その他の年

代の感染者数も増加傾向にある。感染者の 3/4は 20代～30 代である一方、60 代

以上は直近 1週間で 5.7％（7/3～7/9）。 

 7月に入って以降、神奈川、埼玉、千葉など東京近郊のほか、宮城、三重、鹿児

島、山形などでも東京都への移動との関連性を疑う事例が見られる。 

 入院患者数は全国で 1039 人（7 月 8 日時点。前週比＋343 人）、東京都は 13 日

付けで 651人（7月 13日時点。前週比＋232人）にのぼっており、受入可能病床

に対する割合はそれぞれ 5％、20％となった。この他、東京都では、入院・療養

等調整中が 396 人にのぼっている。一方、重症患者数は全国で 36 人（7 月 8 日

現在）、東京都 6人（7月 13日現在）に留まっており、受入可能病床に占める重

症患者の割合は、全国で 1％、東京都で 2％に留まっている。 

 検査体制は、直近 1 週間（6/29～7/5）の検査数は全国で 48,776 件（前週比＋

6,880件）、東京都で 15,195件（前週比＋1,634件）であり、検査件数に対する

陽性者数の割合は、全国が 2.2％、東京都で 4.3％であった。また、7月 13 日時

点の東京都は 6.1％となるなど 3 日間連続で 6％台となった。一方、NESID デー

タから判断する「発症～診断日」の平均（6/29～7/5）は、全国で 4.9日、東京

都で 5.1 日であり、4 月中旬（4／13～19）のような状況（全国で 7.6 日、東京

都で 9.0 日）は確認されていない。 

 

２．直近の感染状況の評価等  

 検査については、ＰＣＲ検査能力は、4 月上旬の１日当たり約 1.1万件から 3.1

万件に拡充され、抗原検査など新しい検査方法も普及してきていること、陽性者

数の割合は緊急事態宣言時と比較して低位に留まっている。また、発症から診断

までの日数も縮小傾向にあるなど、現時点では、必要な対象者に検査が実施でき

ていると考えられる。 

 東京都では、緊急事態宣言時（4 月 7日）時と同程度の新規感染者数が報告され

ているが、東京都における新規感染者数には、接待を伴う飲食店を中心とした大

規模な積極的疫学調査により把握された無症候者・軽症者が含まれており、緊急
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事態宣言時には診断されていなかった患者（見えなかった患者）が含まれている。

従って、単純に、新規感染者数のみをもって、過去の状況との比較を行うことは

妥当ではない。 

 東京都の状況については、重症者は少ないため、集中治療を行うための病床は確

保されている。しかし、新規感染者数の増加や高齢者への波及が報告されている

ため、早急な病床数及び宿泊療養場所の確保が必要な状況である。特に、軽症者

が多いこともあり、宿泊療養場所とそのスタッフの確保が急務と考えられる。 

さらに、積極的疫学調査、入院患者の経過状況把握だけでなく、感染者の移送業

務、医療機関からの頻繁な連絡への対応などに当たる保健所の体制が逼迫して

いると考えられる。特に、多数の新規感染者の対応を求められる地域の保健所へ

の人的・物的な支援は急務と考えられる。 

 東京都を中心に接待を伴う飲食店や会食を介した感染拡大が続いており、地方

でもショーパブや昼カラオケなどによるクラスター感染が報道されている。世

界保健機関（ＷＨＯ）は９日に、新型コロナウイルス感染について新たなガイド

ラインを示し、混雑した換気の悪い環境下における、空気中を漂う微粒子「エア

ロゾル」を介した感染を認めている。我が国がこれまで取り組んできた、３密の

回避、大声を上げる環境の回避、換気の徹底などの必要性が改めて強く示唆され

る。 

 また、東京から一部の地方への伝播が確認されるとともに、感染経路不明の症例

が増加傾向にあることから、上記のような特定の場所・地域に限らない感染が進

行しつつあることは否定できない。 

 さらに、病院内や高齢者施設での感染も発生し始めており、３月下旬以降の感染

拡大の際も、夜の街から、家庭内感染、院内・施設内感染への順で感染が拡大し

たことがうかがわれていることを踏まえれば、見えない感染が市中で拡大し、こ

れらの施設で重症者（または感染者）が多発して初めて明らかになる可能性も否

定できず、孤発例の動向などに一層の注意を払わなければならない。 

 実際に感染してから診断・報告されるまで（1～2週間程度）、入院患者数のピー

ク（感染のピークから 3週間以上後）にはタイムラグがあり、重症化も遅れて生

じることを踏まえれば、現在の新規感染者数は 1～2週間前の感染の動向を示す

ものであること、医療提供体制への負荷は患者の重症化に伴って遅れて生じる

ことに常に留意し、国・自治体は、より一層の監視と準備を怠らないようにする

必要がある。 

 現段階では、例えば、近隣のスーパーでの買い物や出勤の公共交通機関、オフィ

スなどで基本的な感染対策をしていれば感染が拡大している状況ではないと考

えられる。いわゆる 3密と言われる場所や家庭内感染、施設内感染が主である。

しかしながら、引き続き感染者を増やさないためにもしっかりとした感染対策

を市民にも呼びかける必要がある。 
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 今後の感染状況の見通しについては、3 月末～4 月にかけての感染拡大の状況よ

りは緩やかであり、現時点では、同様の感染拡大状況ではないのではないか、と

の意見があった。一方で、経路が不明な感染者数が増加傾向にあり、そうした判

断に至るためには十分なエビデンスがないので、現状の対策を強化するととも

に、感染拡大に向けた実効性のある対策を準備することが必要ではないか、との

意見もあった。いずれにせよ、アドバイザリーボードとして、感染状況を引き続

き注意深く見ていくことが必要との見解に至った。 

 

３．その他留意事項等 

 重症患者が増加傾向にない理由として、3月下旬～4月の感染拡大の際には 60代

以上の方が 1/4～４割弱存在したが、6 月下旬以降は、1 割弱で推移しているこ

とが考えられる。この点について、世代間の接触が比較的少ない集団の中で感染

が広がっているため、重症化リスクの高い高齢者への感染拡大がまだ起きてい

ないのではないかとの意見があった。また、発症から検査、治療開始までの流れ

がよりスムーズになったことにより、重症化を未然に防げるようになった可能

性を指摘する意見もあったが、基礎疾患を有する者などを除けば、早期診断・早

期治療の効果が出ているかは現時点では明確には言えないのではないか、との

意見もあった。一方で、若年層の患者の中には、医療・福祉施設で勤務する者も

少なくないであろうことを踏まえれば、院内・施設内感染への波及を懸念する意

見があった。 

 現場の感覚として少しずつ中高年の患者が増えてきているという意見や、接待

を伴う飲食店などとの関連性が低い患者も増えてきているとの意見もあり、感

染の状況について引き続き注視が必要。（実際に、60代以上の割合は低下してい

ても、数自体は増えていることに留意。） 

 無症状や発症直後の方への検査として抗体検査を用いるなど、適切とは言えな

い検査が実施されている例も見られる。抗体検査を医療で用いる場合、その評価

が難しく利用に懸念があるという点について幅広く周知するべきという意見が

あった。 

４．国・都道府県等において求められる事項  

 円滑なＰＣＲ検査等実施体制の確保 

 陽性者が増える場合に備え、病床数とホテル等の宿泊療養施設の確保等 

 感染防止対策の徹底 

⇒ 「接待を伴う飲食店の多い地域」等におけるガイドラインの徹底 

⇒ 接触確認アプリ等の推奨 等 

 保健所の体制強化 
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⇒ 増加する新規感染者に対する保健師等の要員の増員、情報分析・連絡調整体

制の整備 等 

 

５．感染拡大防止に向けて求められる事項  

 新規感染者数に関しては、緊急事態宣言時と同等かそれ以上の数が報告されて

いるが、当時よりも、必要な方が検査を受け、適切な医療を受診できる体制が整

っている。 

 一方で、感染拡大傾向にあることは事実であり、市中感染の拡大を防止するため

には引き続き、以下のような市民一人ひとりの行動が重要になる。 

〇 体調が悪い場合はすぐにかかりつけ医などに連絡・相談、すぐに受診・検査。

発熱者は仕事場・学校などを休む（休める）ようにする。 

〇 自分を守り、周囲を守り、そして地域を守る。 

◆市民の一人ひとりが徹底した「３密回避」と「人と人との距離」 

 ・ 地域を越えた移動、イベント参加時には、感染対策が講じられていると思わ

れる場所のみとし、あらかじめ混雑が予想されるようなところに行くことは

避ける、あるいは時間帯を工夫する。 

◆適切な「手洗い・マスク・消毒・換気」の徹底 

〇 自分たちの地域を守るため、事業者・住民・行政が手を組んで「安心な街づく

り」 

◆「出かける前に検温・接触確認アプリ。事業者は必要に応じ名簿作成」 

 

 感染対策に向けては市民の連帯が重要になる。しかし、警戒を高めすぎたあまり、

感染者に対する差別や排除を行うことは、かえって感染症に対する社会の抵抗

力を下げることになる。不幸にして感染した人は、医療だけではなく周囲の社会

にも支えられなければならない。市民そしてメディアは、マスメディア、ソーシ

ャルメディアを通じた議論の際、「警戒」と「包摂」のバランスを模索し続ける

べきである。 

 積極的疫学調査は、感染拡大防止と社会経済活動とを両立させていくためにも

不可欠であり、プライバシーの保護はより徹底されることを前提に、感染拡大に

つながる原因を探ることへの協力を求めていくことが重要である。また、地方公

共団体では、感染者やクラスター発生場所の公表は、まん延の防止に資する範囲

に留める必要がある。 
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今後の対応（案）

資料２



 最近の感染状況を踏まえ、市中への感染や高齢者等への感染の拡大を防止していく必要がある。
このため、改めて対策の基本である「三密回避」を徹底するとともに、新規陽性者に「バーやクラブ

等の接待を伴う飲食店」の関係者が多くいることや、会食や飲み会等が感染拡大のきっかけになった
ケースが多いこと等を踏まえ、新型インフルエンザ等特別措置法に基づく以下の措置を講じることを
「感染が拡大している都道府県」に求めることとする。

今後実施すべき対策について（案）

「基本的対処方針」においては、感染拡大の傾向が見られる都道府県は、適切に法第24条第９項に基づく措置等（具
体的には、クラスターが発生している場や、「三つの密」のある場への外出自粛要請など）を講じるものとされてい
るところ。

 更に、上記の対策による効果を見極めつつ、高齢者の感染状況や重症者の状況等を勘案し、以下の
措置を講じるよう求めることも検討。

① 法第24条第９項に基づき、「バーやクラブ等の接待を伴う飲食店」及び「その他の酒類
の提供を行う飲食店」にガイドライン（感染防止策の指針）の遵守を要請

② 法第24条第９項に基づき、ガイドラインを遵守していない「バーやクラブ等の接待を伴
う飲食店」及び「その他の酒類の提供を行う飲食店」への外出自粛を要請

※ 新宿区や豊島区で進められている、「夜の街」の事業者との連携には配慮

※ 各都道府県においてガイドラインを遵守している店舗が、宣言書やステッカー等を掲示できる取組を推進

※ ガイドラインの遵守のための取組については、持続化補助金（最大200万円）で支援

③ 法第24条第９項に基づき、ガイドラインを遵守しない店舗に対して休業要請等



都道府県 現在の法第24条第９項を活用した要請状況（主なもの）
埼玉県 ○全事業者に対し、彩の国「新しい生活様式」安心宣言及び業種別ガイドラインに基づく

感染防止対策の徹底
○県民に対し、感染防止対策が実施されていない施設の利用自粛
○業種別ガイドラインを遵守していないキャバクラ・ホストクラブ等の接待を伴う飲食店
の休業

千葉県 ○全事業者に対し、県の「感染拡大防止対策チェックリスト」や業種別ガイドラインに基
づく感染防止対策の徹底

○県民に対し、県内外を問わず、感染防止対策が徹底されていない施設等への外出自粛
○特に、感染防止対策が徹底されていない接待を伴う飲食店の利用自粛

東京都 ○全事業者に対し、業種別ガイドラインに基づく感染防止対策の徹底と「感染防止徹底宣
言ステッカー」の店頭への表示

○都民に対し、業種別ガイドラインで示された十分な感染防止対策が講じられていない、
接待を伴う飲食店等の利用自粛

○会食の場合も同様に、感染防止対策が講じられていない飲食店の利用自粛
神奈川県 ○全事業者に対し、「感染防止対策取組書」及び「LINEコロナお知らせシステム」の活用

○県民に対し、「感染防止対策取組書」を掲示している施設の利用やイベントの参加
○県民に対し、新型コロナウイルスが流行している、ホストクラブ等都内の風営法に定め
る接待を伴う飲食店等の利用自粛

大阪府 ○全事業者に対し、業種別ガイドラインの遵守（感染防止宣言ステッカーの導入）
○府民に対し、感染防止宣言ステッカーのないバー、キャバクラ、ホストクラブ等の接待
を伴う飲食店の利用自粛

鹿児島県 ○キャバレー・ナイトクラブ・ダンスホール・スナック・バー・パブのうち、接待を伴う
飲食店の休業

（参考）



Go To トラベル事業について
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Go To トラベル事業の概要①
○ 国内旅行を対象に宿泊・日帰り旅行代金の１／２相当額を支援。
○ 支援額の内、①７割は旅行代金の割引に、②３割は旅行先で使える地域共通クーポンとして付与。
○ 一人一泊あたり２万円が上限（日帰り旅行については、１万円が上限）。
○ 連泊制限や利用回数の制限なし。

【地域共通クーポン】

○ 支援額３割を地域共通クーポンとして利用者に配布。

○ 事務局で一括発行し、旅行代理店や宿泊施設で配布。

○ 地域の観光協会や観光地域づくり法人(DMO)・商工
会等を通じて、地域の店舗の参加・登録を呼びかけ。

○ １枚1,000円単位で発行する商品券。お釣りなし。
（1,000円未満は四捨五入）

旅行代金の全体

支援額の７割
（３５％）

支援額の
３割

（１５％）

②地域共通
クーポン

支援額
（代金の２分の１相当額）

①旅行代金割引

自己負担額

①旅行代金割引と②地域共通クーポンが１セット 1



Go To トラベル事業の概要②
○ 事業開始は、令和２年７月２２日（水）から。

・海の日を含む７月４連休の前日の７月２２日以降に開始する旅行代金の割引を先行的に開始。
（３５％割引（代金の１／２相当額×７割））

・７月２２日以降の旅行を既に予約している方々については、旅行後の申請により
割引分を還付。

・７月２７日（月）以降、旅行業者、予約サイト、宿の直販予約システム等において、
準備が整った事業者から、割引価格での旅行の販売を実施。

７月２２日
（水）事業開始

旅行・宿泊
海の日４連休

2

※ 還付申請の対象となる旅行商品は、本事業の登録参加事業者が販売
するものに限り、本事業の割引支援の対象となるものに限る。

※ 本事業の参加事業者登録の前に、割引価格での旅行の販売を行うこ
とは不可。旅行の予約の時点で登録ができていない場合であっても還
付の申請はできる。ただし、要件を満たさない等の理由により事業者
の登録が認められない場合は割引や還付の対象とはならない。

※ この場合、支援額は一人一泊あたり１万４千円が上限
（日帰り旅行については、７千円が上限）。



○ 地域共通クーポンについて
・地域共通クーポン付の本格実施日は９月１日以降で別途お知らせする日。
・お渡しする地域共通クーポンは、旅行代金の１５％（代金の１／２相当額×３割）（※）。

・旅行先の都道府県＋隣接都道府県において、旅行期間中に限って使用可能。

Go To トラベル事業の概要③

※１枚1,000円単位で発行する商品券。お釣りなし。（1,000円未満は四捨五入）

地域共通クーポン提示、
商品・サービス購入に利用

地域共通クーポン加盟店（※）
（旅行先の土産物店、飲食店、観光施設、

アクティビティ、交通機関など）

土産物店 飲食店

観光施設

交通機関
（個人旅行・団体旅行等）

旅行者

地域クーポン利用イメージ

②電子媒体のクーポン

①紙媒体のクーポン（商品券）

”Go To TRAVEL”クーポン（仮称）

￥1,000 取扱店舗控

ＧｏＴｏＴＲＡＶＥＬロゴ

￥1,000

※ 地域の観光協会や観光地域づくり法人
(DMO)・商工会等を通じて、地域の店
舗の参加・登録を呼びかけ。 3



当面の取扱い方針（案）

○ Go To トラベル事業については、７月２２日（水）から予定通り開始する。

ただし、現下の感染状況に鑑み、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室とも

調整し、以下の例外を設けることとしたい。

① 東京都が目的地となっている旅行については、東京都内の旅行も含めて、当面、

Go To トラベル事業の対象外とする（割引支援を行わない）。

② 東京都に居住する方の旅行についても、同様に、当面、Go To トラベル事業の

対象外とする（割引支援を行わない）。
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○ 本事業に参加する旅行業者・宿泊業者に対し、参加登録の申請の際に、以下の「参加条件」を満たすことを要求。
・ チェックインに際しては、直接の対面を避けるなど、感染予防策を講じた上で旅行者全員に検温と本人確認を実施。
・ 旅行者に検温等の体調チェックを実施し、発熱がある場合や風邪症状がみられる場合には、週末も含め保健所の指示を仰ぎ、適切な対応をとる

こと。
・ 浴場や飲食施設等の共用施設の利用について、人数制限や時間制限などを設け、３密対策を徹底すること。
・ ビュッフェ方式において、食事の個別提供、従業員による取り分け、もしくは個別のお客様専用トングや箸等を用意し共用を避けるなど料理の

提供方法を工夫し、また、座席の間隔を離すなど、食事の際の三密対策を徹底。
・ 客室、エレベーターなどの共用スペース等の消毒・換気を徹底すること。
・ 「参加条件」を徹底・実施している旨をホームページやフロントでの掲示等で対外的に公表すること。

○ 登録を受けた事業者が上記「参加条件」を満たしていない場合、登録を取消すこととする。

感染拡大防止に当たっての「参加条件」等について（案）
参加事業者（旅行業者、宿泊事業者等）

○ 参加に際し、旅行者に対し、以下の事項を周知徹底。
・旅行前には、検温等の体調チェックを実施し、発熱がある場合や風邪症状が
みられる場合には、旅行を控える。また、接触確認アプリの導入を推奨する。

・旅行中には、「新しい旅のエチケット」を実施。３密が発生する場や施設等
には行かない、利用しない。

・検温、本人確認、三密対策はじめ、その他感染予防に関する従業員の指示に
協力すること。協力しない場合、キャンペーンの利用を認めないこととする。

・重症化しやすい高齢者を中心とする旅行や、若者を中心とする旅行やキャン
プ、大人数での旅行、宴会を主目的とする旅行等については、
飛沫感染、接触感染の防止を徹底するなど、感染防止策に関
して特別な配慮をすること。

○ 移動中における対策につき、下記の通り実施。
・鉄道、バス、タクシー、航空等における換気・消毒の実施、
利用者に対するマスク着用の呼びかけなど、業種別の感染
拡大防止対策ガイドラインの徹底（感染数が少ない観光地
等においても、他地域からの旅行者を見込んで対策を徹底）。

・さらに、空港におけるサーモグラフィーによる体温確認を実
施。

旅行者 移動中の対策

5



「新しい旅のエチケット」について

ありがとう！守って安心、エチケッ
ト

エチケット 守るあなたは 旅達人

あなたも、あなたの大切な人も、働く人も、観光地も。 6



宿泊関係業界の新型コロナウイルス対応ガイドラインについて（参考）

（１）留意すべき基本原則と各エリア・場面の共通事項
① 留意すべき基本原則
・従業員と宿泊客および宿泊客同士との接触をできるだけ避け、対人距離を確保（できるだけ２ｍを目安に）
・マスクの着用（従業員及び宿泊者・入館者に対する周知） 等

② 各エリア・場面の共通事項
・複数の人の手が触れる場所を定期的に消毒する
・お客様や従業員がいつでも使えるようにアルコール液を施設内（客室・風呂・共同トイレ等）に設置 等

（２）各エリアごとの留意点等
① 入館時（ロビー等）
・発熱や軽度であっても特定の症状があれば申し出るよう呼びかけ 等

② チェックイン（チェックアウト）時
・間隔を空けた待ち位置の表示
・フロントデスクはアクリル板・透明ビニールカーテン等で遮蔽 等

③ 客室
・一定時間ごとに客室の窓を開けて換気、相部屋の同意に留意 等

④ 大浴場
（全 体）入場人数の制限に留意 等
（更衣室）定期的なロッカー清拭消毒 等
（浴室内）浴室、浴槽内における会話を控えることを要請 等

⑤ 食事（宴会場、食事処、部屋食、ビュッフェそれぞれのスタイルごとに）※ただし、都道府県の施設使用制限に従うことが前提。
・参加人数、滞在時間の制限に留意 ・横並び着席の推奨、テーブル間隔を広げる等のレイアウトの変更
・従業員とお客様の接触を極力減らす ・鍋料理や刺身盛り等は一人鍋、一人盛に変更、従業員が取り分ける 等

⑥ 館内清掃等の作業
・客室清掃は、使用済みタオルは密封保管し洗濯・消毒 等
・館内清掃は、不特定多数が触れる箇所を定期的にアルコールで拭く 等

⑦ トイレ
・ハンドドライヤーは止め、共通のタオルは禁止する 等

⑧ 宿泊客の感染疑いの際の対応

概要
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旅行関係業界の新型コロナウイルス対応ガイドラインについて（参考）
概要

（１）留意すべき基本原則と各場面の共通事項
① 留意すべき基本原則
・従業員とお客様及びお客様同士との接触をできるだけ避け、対人距離を確保（できるだけ２ｍを目安に）
・マスクの着用（従業員及びお客様に対する周知）
・お客様に旅行時の感染防止対策を周知・啓発し、対策実行への理解と協力を依頼する 等

② 各場面の共通事項
・複数の人の手が触れる場所を定期的に消毒する
・お客様や従業員がいつでも使えるようアルコール液を店舗内に設置 等

（２）従業員等向けの対策
① 健康管理
・添乗業務等、事業所を離れて業務を行う従業員等の健康管理に留意し、添乗中の従業員等が体調不良となった場合の対応を予め
準備する 等

② 勤務
・店舗における旅行販売・相談についても電話・オンライン販売へ誘導する等、お客様との直接接触機会を極力低減するよう業務
を見直す 等

※①②のほか、通勤時や休憩、休息時の対策等を具体的に記載

（３）お客様向けの対策
① 来店時
・来店での旅行相談、旅行申し込み等を希望されるお客様には、集中防止のため事前の来店予約を依頼する 等

② 相談・申し込みカウンター
・カウンターにアクリル板・透明ビニールカーテンなどを設置し、旅行販売スタッフとお客様の間での飛沫感染を防止する 等

③ 店舗内清掃
・市販されている界面活性剤含有の洗浄剤や漂白剤を用いて清掃する 等

④ 店舗内トイレ
・ペーパータオルを設置するか、個人用にタオルを準備する 等

（４）旅行業務取扱上における対策
・三密リスクをさげるため、交通機関や宿泊施設のガイドラインに従った利用ができるよう旅程管理を行う
・手配旅行、バスツアー、団体旅行等、旅行の形態ごとに留意点を記載 等 8



イベント開催に係る感染防止策等の検討

資料３－２



イベント開催等に係る基本的な感染防止策

（１）ウイルスを持ち込まない
スタッフの体調管理 ・スタッフの定期的な検温

・発熱など、体調が悪いスタッフはイベント等への参加を控える
参加者の体調管理 ・参加者の入場時の検温

・発熱など、体調が悪い参加者にはイベント等への参加を断る（入場を断った際の
払い戻し措置の規定）

（２）持ち込んでも感染させない
マスク ・熱中症対策等に必要な場合を除き、マスクの着用を奨励

・着用していない者がいた場合は注意喚起、必要な場合はマスクを配布
大声抑制 ・観客等による大声を抑制（演者が大声を発する場合、観客まで一定距離を確保）
手洗い ・こまめな手洗いの奨励
消毒 ・施設内のこまめな消毒、消毒液の設置、手指消毒
密閉の回避（換気） ・法令を遵守した空調設備の設置、こまめな換気
密集・密接の回避 ・入退場時や休憩時、待合場所等における密集・密接の回避(時間差入退場の工夫等)

飲食の制限 ・飲食のための感染防止策を講じたエリア以外での飲食の制限
催物前後の行動管理 ・イベント前後の飲食（打ち上げ）等による感染の注意喚起

（３）感染しても広げない
参加者の連絡先把握 ・可能な限り事前予約制（WEB予約の推奨）、又は入場時に連絡先の把握
参加者自身による感染
把握

・接触確認アプリの導入の推奨（特に、参加者の位置が固定されない催物の場合は
強く推奨）、（各都道府県等で開発する）QRコード等による登録の推奨

〇イベント主催者等は、以下の基本的な感染防止策の実施を含め、「感染拡大予防ガイドライン」に基づく行動。
〇イベント参加者等も、以下の基本的な感染防止策の遵守を含め、「新しい生活様式」に基づいた行動。
〇今後、新たなエビデンス等に基づき、感染防止策やそれに基づくイベント開催要件等を見直し。
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富岳によるシミュレーション①

客席で大声を伴う場合、
マスク着用に加え、隣席との身体的距離の確保が有効

第２回屋内イベントの開催のあり方に関する検討会：坪倉教授提出資料より抜粋
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富岳によるシミュレーション②

演者が歌唱（発声）する場合、
①舞台から客席までを２ｍとすることが有効
②適切な換気が有効
（ホールの換気設備を稼働させ、客席がない上空へ空気を循環させることがより有効）

第２回屋内イベントの開催のあり方に関する検討会：坪倉教授提出資料より抜粋
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エビデンス等に基づく感染防止策のあり方
基本的方向性
・実効的な感染防止策と経済活動の質の確保の両立を図る。
・イベントは性質上、不特定多数者への集団感染リスクが考えられ、医療体制を逼迫させる可能性。「新しい生活様式の定着」、
「業種別ガイドラインの遵守」を前提に、基本的な感染防止策に加え、感染リスクの分析に基づく有効な感染防止策の実施が重要。
・自治体と主催者側で十分に連携しながら、イベントの性質（①地域の感染状況、②地域医療体制への影響、③規模（人数、全国的・
地域的）等）に応じた適切なリスクアセスメントを行い、開催の態様・有無を判断。「業種別ガイドラインの遵守」等が徹底できな
い場合には、開催について慎重に判断。

・エビデンスに基づき効果的な感染防止策を講じる。屋内では十分な換気が重要。屋外は通気性から十分な換気のある屋内と同様に扱う。
・地域の感染拡大やクラスターが発生した場合は、必要に応じて開催のあり方を見直し。

（留意事項）
・感染者の来場を防ぐ対策の徹底（検温、体調不良時のチケット料金の払い戻し 等）
・感染発生時に感染可能性がある者を把握する仕組みの構築（座席固定、名簿管理の徹底、接触確認アプリ（COCOA）導入 等）
・複合的な性質を有するイベントに関しては、それぞれの性質に応じて要件を適用。

接触感染

飛沫感染

マイクロ飛沫感染

・感染者の身体や感染者が触れた器具、
感染者の飛沫が飛散した場所に接触した手で、口や鼻に触れる
※入退場（トイレ・ロビー）等の混雑では、感染リスク増加

・感染者の飛沫（5㎛以上）の吸い込み
※マスクを外す場合(会場での飲食等)には、飛沫飛散が生じ
感染リスク増加

・感染者の隣席で微細な飛沫を吸い込み（①密接リスク）
・換気が悪い環境で長時間浮遊する微細な飛沫の吸い込み
（②密閉リスク）
※大声を出すような環境においては、微細な飛沫が
空気中に漂い、少し離れた場所にまで感染した事例が報告

・こまめな手洗いの励行
・出入口、トイレ等での手指消毒
・ウイルスが付着した可能性がある場所の消毒
・人と人とが触れ合わない距離の確保
・混雑時の身体的距離を確保した誘導

・マスク着用（飛沫の飛散は相当程度抑制可能）
・演者が発声する場合には、舞台から観客の間隔を２ｍ確保
・劇場・ホール内での食事は長時間マスクを外すことが想定
され、隣席への飛沫感染のリスクを高めるため自粛を促す

・混雑時の身体的距離を確保した誘導

・大声を伴うイベントでは隣席との身体的距離の確保
・同一の観客グループ内は座席を空けず、グループ間は１席
（立席の場合１ｍ）空ける。
・微細な飛沫が密集し、感染が発生することを避けるため
換気を強化

※ 5㎛以上の粒子

※ 5㎛未満の粒子

感染リスク 感染防止策
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出所：東京都ホームページ（報道発表資料）（抜粋）

都内劇場における新型コロナウイルス感染症の集団感染について

6



ワクチン接種について

資料４

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室
厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部



基本情報 取り組み状況 目標と対応 生産体制の見通し

組換えタンパク
ワクチン
（感染研/UMN

ファーマ/塩野義）

遺伝子組換え技術を用いて培養
細胞によりコロナウイルスのタン
パク質（抗原）を製造し、コロナウ
イルスタンパク質（抗原）を人に
投与するための注射剤。

動物を用いた有効性
評価を実施中

最短で2020年内の臨
床試験開始の意向。

塩野義が開発主体と
なる意向。（4/27発
表）
〔委託生産し１千万人
規模の提供を検討〕

mRNAワクチン
（東大医科研/

第一三共）

メッセンジャーRNAを人に投与す
る注射剤。人体の中で、コロナウ
イルスのタンパク質（抗原）が合
成され、免疫が誘導される。

動物を用いた試験で、
新型コロナウイルスに
対する抗体価の上昇
を確認

最短で2021年３月か
ら臨床試験開始の意
向。

DNAワクチン
（阪大/アンジェス/

タカラバイオ）

DNAを人に投与する注射剤。
人体の中で、DNAからmRNAを介
して、コロナウイルスのタンパク
質（抗原）が合成され、免疫が誘
導される。

第1／2相試験を開始
済み

タカラバイオが生産予
定

不活化ワクチン
（KMバイオロジクス/

東大医科研/感染
研/基盤研）

不活化したコロナウイルスを人に
投与する従来型のワクチン。

動物を用いた有効性
評価を実施中

最短で2020年11月か
ら臨床試験開始の意
向。

ウイルスベクター
ワクチン
（IDファーマ/

感染研）

コロナウイルスの遺伝情報を
持ったセンダイウイルスを投与す
るワクチン。人体の中でコロナウ
イルスのタンパク質（抗原）が合
成される。

動物を用いた有効性
評価を実施中

最短で2021年３月か
ら臨床試験開始の意
向。

※ この他にもAMEDでは、基礎研究段階の開発を支援している（新潟大・東京都医学総合研究所・慶応大・東大・長崎大）

○日本医療研究開発機構（AMED）が支援しているワクチン開発主体は以下のとおり。

新型コロナウイルスワクチン開発の進捗状況（国内開発）
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○日本政府がCEPI（感染症流行対策イノベーション連合）に資金を拠出し、CEPIが支援しているワクチン開発主体は以下。
（※CEPIとは、世界連携でワクチン開発を促進するため、2017年１月ダボス会議において発足した官民連携パートナーシップであり、日本、ノルウェー、ドイツ、
英国、オーストラリア、カナダ、ベルギー政府が関わる。）

新型コロナウイルスワクチンに関する状況（海外開発）

○このほか、海外での研究の進捗として、次のようなものが発表されている。
開発主体 種類 開発状況

Medicago（加）/田辺三菱（日） 組換えタンパクワクチン 第１相試験を2020年7月より開始予定。
Janssen（米） アデノウイルスベクター 第１相試験を2020年7月より米で開始予定。

サノフィ（米）
組換えタンパク･mRNAワ
クチン

組換えタンパク: 第１相試験を2020年9月より米で開始予定。
mRNA: 第1相試験を2021年初頭に開始したいとしている。

メルク（米） 水痘ウイルスベクター 第１相試験を2020年後半に計画。
ファイザー（米）/BioNTec（中） mRNAワクチン 第１相試験を2020年4月から開始。第2/3相試験を2020年7月から開始予定。

Cansino（中） アデノウイルスベクター
第２相臨床試験を2020年4月より中国で開始。今後カナダでも開始予定。
第３相試験を早くて2020年晩夏か初秋にカナダで開始予定。

開発主体 種類 開発状況
Novavax（米） 組換えタンパク

ワクチン
第1/2相臨床試験を2020年5月より米で開始。

Clover Biopharmaceuticals Australia（豪） 第１相臨床試験を2020年5月より開始。
Queensland大学（豪）/GSK（英） ペプチドワクチン 第１相臨床試験を2020年7月初旬より英で開始予定。

Inovio （米） DNAワクチン 第1/2相臨床試験を2020年4月から米･6月から韓国で開始。
第３相試験を2020年7－8月から米で開始予定。

Moderna（米）/
国立アレルギー感染症研究所（米） mRNAワクチン

第1/2相臨床試験を2020年4月から米･6月から韓国で開始。第３相試験を
2020年7－8月から米で開始予定。第１相臨床試験の中間結果を公表。第２
相臨床試験を2020年5月開始、第３相臨床試験を2020年7月に米で開始予定。
生産はロンザ（スイス）･Catalent（米）と提携。

Curevac（独） 第１相臨床試験を2020年5月より独･ベルギーで開始。

オックスフォード大（英） アデノウイルス
ベクター

第１相臨床試験を完了。第2/3相臨床試験を英･ブラジル･南アフリカで開始。
生産はアストラゼネカ･Emergent（米）と提携。

香港大学（中） インフルエンザ
ウイルスベクター

パスツール研究所（仏）/テーミス（墺：Merckの子
会社）/ピッツバーグ大学（米） 麻疹ウイルスベクター
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新型コロナウイルスワクチンの現状等について

新型コロナウイルスワクチンの現状について

 新型コロナウイルスワクチンについては、国外では、既に人を対象とした臨床試験が進め
られているほか、国内でも臨床試験が開始されるなど、国内外でその実用化に向けた研
究開発が進められている。

 現時点では、実用化の時期、安全性・有効性、供給可能量等について不確実な面も多い
が、国際的には来年初頭の開発・供給を目指すメーカーもある中、国内で必要となるワク
チンをできるだけ早期に供給できるよう、研究開発・薬事審査の迅速化や生産体制整備、
海外ワクチンの確保などに取り組んでいる。

予防接種に必要な体制整備等

 国民が新型コロナウイルスワクチンを接種できるようになるためには、ワクチン等の確保
に加え、流通体制の確保、接種の優先順位の検討、接種体制の整備、副反応への対応、
安全対策など、多領域にわたる事前準備が必要となる。

 特に、接種の優先順位など「予防接種の枠組み」については、広く関係者の意見を聴く必
要があるとともに、地方自治体等における接種体制整備の前提となることから、国際的に
来年初頭の開発・供給を目指すメーカーもある中、早期に議論を開始し、方向性を得てお
くことが必要。
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新型コロナウイルス感染症の特徴

発症前から感染性があり, 発症から間もない時期の感染性が高いことから、市中感
染のリスクに対する不安感が大きい。

※「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・第2.1版６頁」

 重症化率は、全体として季節性インフルエンザよりは高く、特に高齢者や基礎疾患
を有する者で高い。

※新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年５月25日変更）
※重症化のリスク因子：「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・第2.1版８頁」
※「年齢階級別死亡率」（厚生労働省）

 入院期間が季節性インフルエンザより長く、入院医療に与える負荷が大きい。

 クラスター発生場所は、医療機関内などで多い。

新型コロナウイルス感染症対策専門家会議

「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」
（令和2年5月29日）より

新型コロナウイルス感染症の特徴

（参考）基本的対処方針
（新型コロナウイルス感染症の特徴）
• 感染経路の中心は飛沫感染及び接触感染であるが、閉鎖空間において近
距離で多くの人と会話する等の一定の環境下であれば、咳やくしゃみ等
の症状がなくても感染を拡大させるリスクがある。

• ①密閉空間、②密集場所、③密接場面の３条件が同時に重なる場に感染
を拡大させるリスクが高い。

• ＷＨＯによると潜伏期間は1-14日（一般的には約５日）とされる。
• 発熱や呼吸器症状が１週間前後持続し、倦怠感を訴える人が多い。
• 罹患しても約８割は軽症で経過し、治癒する例も多い。
• 重症度は、季節性インフルエンザと比べて死亡リスクが高い。
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新型コロナウイルスワクチンの接種目的の考え方について

● 現行制度における接種の目的等

• 新型コロナウイルスへの対処として、現行制度では、予防接種法に基づく「臨時接種」や特措法に基
づく「特定接種」などの方法が考えられるが、その目的や意義は異なるなど、接種目的は、感染症の
特徴等を踏まえ検討していくことが必要。

接種目的の考え方について、
• ワクチン接種の目的としては、「新型コロナウイルスのまん延防止を図り、死亡者や重症者の発

生をできる限り抑制すること」に重点を置くことが適切ではないか。
• できるだけ早期に多くの国民への接種を目指し、複雑なオペレーションを避け、できるだけ簡素

で効率的な仕組みとすることが重要ではないか。

● 新型コロナウイルス感染症の特徴

• 発症前から感染性があり、発症から間もない時期の感染性が高いことから、市中感染のリスクに対する
不安感が大きい。

• 重症化率は、全体として季節性インフルエンザよりは高く、特に高齢者や基礎疾患を有する者で高い。
• 入院期間が季節性インフルエンザより長く、入院医療に与える負荷が大きい。
• クラスター発生場所は、医療機関内などで多い。

● ３－５月にかけての流行の波の経験より

• 社会機能維持業務に係る若年から中年世代の重症者や死亡者は比較的少なく、社会機能維持に支障
を来す事態は考え難い。ただし、医療提供体制のひっ迫が大きな課題となったことから、医療提供体制の
面での配慮及び対策は必要であると考えられる。
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 臨時接種（予防接種法第２条、第６条）時接種
感染症のまん延予防上緊急の必要があるときに、その対象者及びその期日又は期間を指定して行うもの。

 特定接種（新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条）
医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保するため緊急の必要があると認めるときに、これらに寄
与する業務に従事する者に対して行うもの。



参考資料



予防接種法及び新型インフル等特措法上の接種類型について
定期接種 臨時接種 新臨時接種 特定接種 住民接種 （参考）2009年新型

インフルの際の対応

根
拠

予防接種法第
５条第１項

予防接種法
第６条第１項、第２項

予防接種法
第６条第３項

特措法第28条
（臨時接種とみな
す）

特措法第46条
（予防接種法第６
条第１項を読み替
えて適用）

予算事業

趣
旨
等

平時のまん延
予防
・Ａ類集団予防
・Ｂ類重症化予防

痘そうの流行時のように、疾病のま
ん延予防上緊急の必要 2009年A/H1N1の

ように、病原性が
低い疾病のまん延
予防上緊急の必要

医療従事者等公共
性の高い社会機能
維持者への接種

緊急事態宣言下で
の国民全体に対す
る接種

死亡者や重症者を出
来る限り減らすこと、
そのために必要な医
療の確保を目的とし
て接種

第１項の場合
（都道府県の判断
で実施）

第２項の場合
（厚労大臣の指示
により実施）

主
体 市町村長

都道府県知事
市町村長
（都道府県知事が指
示できる）

都道府県知事
（厚労大臣が指示
できる）

市町村長
（厚労大臣が都道府
県通じて指示でき
る）

厚生労働大臣
（政府対策本部長が
指示できる）

市町村長
（厚労大臣が都道府県
通じて指示できる）

国
（実施要綱で都道府県、
市町村の役割を規定）

対
象
者

政令で決定 都道府県知事が
決定

都道府県知事が
決定

厚生労働大臣が決
定

政府対策本部が基
本的対処方針等諮
問委員会の意見を
聴いて決定

政府対策本部が基
本的対処方針を変
更して決定

全国民を対象
（優先順位を付けて接
種）

費
用
負
担

市町村長
A類：地方交付
税９割
B類：地方交付
税３割
※実費徴収可

○都道府県実施
国 1/2
都道府県 1/2
○市町村実施
国 1/3
都道府県 1/3
市町村 1/3

国 1/2
都道府県 1/2

低所得者分につい
て
国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4

※実費徴収可

国
（地方公務員への接
種は、それぞれの都
道府県・市町村が負
担）

国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4
（自治体の財政力に応
じ、国がかさ上げの財
政負担を講じる）

低所得者分について
国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4

※実費徴収可

救
済

A類：高水準
B類：医薬品と
同水準

高水準 高水準 やや高水準 高水準 高水準
医薬品と同水準
（健康被害救済に係る
特別措置法を制定）
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予防接種法（臨時接種）及び新型インフル等特措法（特定接種、住民接種）の根拠法令
根拠法令 条文（一部抜粋）

臨時接種
予防接種法第
６条第１項、第
２項

１ 都道府県知事は、Ａ類疾病及びＢ類疾病のうち厚生労働大臣が定めるもののまん延予防上緊急の必要があると認めるときは、その対象者及びその期日又
は期間を指定して、臨時に予防接種を行い、又は市町村長に行うよう指示することができる。
２ 厚生労働大臣は、前項に規定する疾病のまん延予防上緊急の必要があると認めるときは、政令の定めるところにより、同項の予防接種を都道府県知事に行
うよう指示することができる。

新臨時接種
予防接種法第
６条第３項

３ 厚生労働大臣は、Ｂ類疾病のうち当該疾病にかかった場合の病状の程度を考慮して厚生労働大臣が定めるもののまん延予防上緊急の必要があると認める
ときは、その対象者及びその期日又は期間を指定して、政令の定めるところにより、都道府県知事を通じて市町村長に対し、臨時に予防接種を行うよう指示する
ことができる。この場合において、都道府県知事は、当該都道府県の区域内で円滑に当該予防接種が行われるよう、当該市町村長に対し、必要な協力をするも
のとする。

特定接種
特措法第28条
（臨時接種と
みなす）

１ 政府対策本部長は、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保するため緊急の必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対し、次に掲げる
措置を講ずるよう指示することができる。
一 医療の提供の業務又は国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者であって厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働大臣の登録を受
けているもの（「登録事業者」）のこれらの業務に従事する者（厚生労働大臣の定める基準に該当する者に限る。）並びに新型インフルエンザ等対策の実施に携
わる国家公務員に対し、臨時に予防接種を行うこと。
二 新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員に対し、臨時に予防接種を行うよう、当該地方公務員の所属する都道府県又は市町村の長に指示す
ること。
２ 前項の規定による指示をする場合には、政府対策本部長は、予防接種の期間を指定するものとする。
３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による指示に基づき行う予防接種（特定接種）及び同項第一号の登録の実施に関し必要があると認めるときは、官公署に対
し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は登録事業者その他の関係者に対し、必要な事項の報告を求めることができる。
４ 厚生労働大臣は、特定接種及び第一項第一号の登録の円滑な実施のため必要があると認めるときは、登録事業者、都道府県知事、市町村長及び各省各
庁の長に対して、労務又は施設の確保その他の必要な協力を求めることができる。この場合において、協力を求められた登録事業者、都道府県知事及び市町
村長は、正当な理由がない限り、協力を拒んではならない。
５～７ 略

住民接種

特措法第46条
（予防接種法
第６条第１項
を読み替えて
適用）

第四十六条 政府対策本部は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、国民生活
及び国民経済の安定が損なわれることのないようにするため緊急の必要があると認めるときは、基本的対処方針を変更し、第十八条第二項第三号に掲げる重
要事項として、予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の対象者及び期間を定めるものとする。
２ 前項の規定により予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の対象者を定めるに当たっては、新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に及ぼ
す影響並びに国民生活及び国民経済に及ぼす長期的な影響を考慮するものとする。
３ 第一項の規定により基本的対処方針において予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の対象者及び期間が定められた場合における同法の規定
の適用については、同項中「都道府県知事」とあるのは「市町村長」と、「行い、又は市町村長に行うよう指示する」とあるのは「行う」と、同条第二項中「都道府県
知事」とあるのは「都道府県知事を通じ市町村長」と、同法第二十五条第一項中「市町村（第六条第一項の規定による予防接種については、都道府県又は市町
村）」とあるのは「市町村」とする。
４ 前項に規定する場合においては、予防接種法第二十六条及び第二十七条の規定は、適用しない。
５ 市町村長は、第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の円滑な実施のため必要があると認めるときは、指
定行政機関の長及び都道府県知事に対して、物資の確保その他の必要な協力を求めることができる。この場合において、協力を求められた指定行政機関の長
及び都道府県知事は、正当な理由がない限り、協力を拒んではならない。
６ 第三十一条第二項から第五項までの規定は、第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第六条第一項の規定による予防接種について準用する。 9



新型コロナウイルス感染症の年齢階級別死亡率・重症者割合
(令和２年７月８日１８００現在）

参照：厚生労働省 10



高リスクの基礎疾患

米国CDC 「People of Any Age with Underlying Medical Conditions」

◇以下の基礎疾患がある者は年齢に関係なく重症化リスクが高い。
 慢性腎臓病
 ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）
 固形臓器移植による免疫不全状態
 肥満（肥満度指数[BMI]３０以上）
 心不全、冠動脈疾患、心筋症などの重篤な心臓疾患
 鎌状赤血球症
 ２型糖尿病

参照：https://www.cdc.gov/coronavirus/2019-ncov/need-extra-precautions/people-with-
medical-conditions.html?CDC_AA_refVal=https%3A%2F%2Fwww.cdc.gov%2Fcoronavirus%2F2019-
ncov%2Fneed-extra-precautions%2Fgroups-at-higher-risk.html

厚生労働省「新型コロナウイルス感染症COVID-19診療の手引き」第2.1版

◇重症化のリスク因子
 ６５歳以上の高齢者
 慢性呼吸器疾患
 慢性腎臓病
 糖尿病
 高血圧、心血管疾患
 肥満（BMI ３０以上）

◇重症化のリスク因子としての知見は揃っていないが要注意な基礎疾患
●生物学的製剤の使用
●臓器移植後やその他の免疫不全
●HIV 感染症（特にCD4 <200 /L）
●喫煙歴

慢性腎臓病、がん、冠動脈疾患等の基礎疾患がある者は症状が重篤化するリスクが高いとされる。

がん患者の重症化リスク
 がん患者において、新型コロナウイルス感染症に感染するリスクが高い。
 がん患者は、がんでない患者と比較して集中治療室での入院を必要とする重度の呼吸器合併症のリスクが増加し、急速に悪化する。
 重度の呼吸器合併症のリスク（がん患者で３９％（7人/18人）、がんのない患者では８％ （124人/1572人）（p=0.0003））
 悪化の速度（がん患者１３日、がんのない患者４３日；p＜0.0001；ハザード比3.56、95％CI 1.65-7.69）
※2020年１月31日までの中国における患者1,590人（がん患者18人）における報告。
（参照：Liang W, et al. Lancet Oncol 2020; 21: 335–37）
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妊婦の重症化リスク（米国CDC調査・英国Oxford大学）

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
 新型コロナウイルスに感染した１５～４４歳の妊婦は、ICUへの入院及び機械的人工呼吸を受けるリスクが増加する。
 死亡リスクとの関連はなし。
 妊婦は、非妊娠中の女性に比べ、

①入院の可能性が５．４倍（95％CI = 5.1-5.6）(妊婦 31.5%  2,587人/8,207人、非妊娠中 5.8%  4,840人/83,205人）、
② ICUに入院する可能性が１．５倍（95％CI = 1.2-1.8）(妊婦 1.5% 120人/8,207人、非妊娠中 0.9% 757人/83,205人)
③人工呼吸を受ける可能性が１．７倍（95％CI = 1.2-2.4）(妊婦 0.5％：42人/8,207人、非妊娠中 0.3% 225人/83,205人)

※2020年１月22日～6月7日の米国における女性患者91,412人における報告。

 新型コロナウイルス感染症で入院した妊婦のほとんどは妊娠第２期後半から第３期、入院症状があったのは妊娠第３期ま
たは分娩期。（81％：342人/424人)

 新型コロナウイルス感染症の大半は、咳、発熱、息切れ等の軽度・中程度の症状であり、重症化した女性はごく少数。
 新型コロナウイルス感染症で入院した妊婦の救急救命室への入院率と死亡率は、英国の生殖年齢の女性の一般集団の

割合と同程度。
• 妊婦 重症化：１０％ (10人/427人) 死亡率：１．２％ (５人/427人)
• 一般集団 重症化：２０～３５％ 死亡率：１～４％

米国CDC Morbidity and Mortality Weekly Report June 26,2020
（参照：Characteristics of Women of Reproductive Age with Laboratory-Confirmed SARS-CoV-2 Infection by Pregnancy Status — United States,
January 22–June 7, 2020）
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英国Oxford大学
（参照Characteristics and outcomes of pregnant women admitted to hospital with confirmed SARS-CoV-2 infection in UK: national population 
based cohort study,BMJ,2020)



ADE（抗体依存性増強）の可能性
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

 抗体は本来ならウイルスから体を守るものであるが、抗体がウイルスと結合して免疫細胞に取り込まれ、細
胞内でウイルスへの感染が促進される。その後ウイルスに感染した免疫細胞が暴走してサイトカインを過剰
に放出し、症状を悪化させる。

 コロナウイルスの１種であるネコ伝染性腹膜炎ウイルス（FIPV）において、抗体依存性増強が誘発されること
が報告されている。
• ネコにFIPVを経口投与した場合はネコ伝染性腹膜炎（FIP）を発症しなかったが、抗FIPV抗体皮下注射後

にFIPVを経口投与した場合には５０％のネコでFIPを発症した。

 SARSコロナウイルス (SARS-CoV)感染による重症急性呼吸器症候群（SARS）においても、抗体依存性増強
が誘発されることが報告されている。
• アカケザルに不活化ウイルスワクチンを接種した場合、未接種のアカゲザルと異なり、肺胞腔内に抗体

依存性増強反応が認められた。

参照：Tomomi TAKANO, et al. The Journal of Veterinary Medical Science.2019
Wang, Q, et al. ACS Infect. Dis. 2, 361–376 .2016
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感染後に抗体が減少する可能性

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

 新型コロナウイルス感染症から回復した患者の高い割合でIgGレベルと中和抗体が、感染後２～３か
月以内に減少し始める。

 IgG抗体は、新型コロナウイルス感染後に増加するが、退院約２か月後には無症状者の93.3％
（28/30）、有症状者の96.8%(30/31)で減少した。

 中和抗体は、無症状者の81.1％（30/37)、有症状者の62.2％（23/37)で減少した。

 新型コロナウイルス感染症の無症状者では、ウイルスに対する免疫応答が弱い可能性。

参照：Quan-Xin Long, et al. Nature Medicine. 2020
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永住者 定住者 永住者の配偶者等 留学 その他
約８０万人 約２１万人        約４万人 約８万人

       日本人の配偶者等 技術・人文・国際　約２９万人 家族滞在
            約１５万人   経営・管理　約２万７千人 約２０万人

企業内転勤　約１万８千人

高度専門職　約１万６千人

介護　　　　約６百人

技能実習　　約４２万２千人

特定技能　　約４千人

特定活動　　約７万３千人

本邦滞在中　約１１０万人 　本邦滞在中　約１３３万人

(うち４月３日以降出国: 約５千人) (うち４月３日以降出国: 約１万2千人)

（注１）４カテゴリー：「永住者」，「日本人の配偶者等」，「永住者の配偶者等」及び「定住者」の在留資格
　　　　４カテゴリー以外：上記４つの在留資格以外の在留資格

（注２）本邦滞在中の外国人数：本年４月末時点のもの
　　　　出国中の外国人数：本年７月１日時点のもの

令和２年７月

在留資格を有する外国人　約２６３万人（除：外交，公用，短期滞在，特別永住者）

４カテゴリー　約１２０万人 ４カテゴリー以外　約１４３万人

                   出国中　　約１０万８千人　 　　　　　　　　 出国中　    約１０万２千人

      ビジネス等
    　約８５万人 約３０万人

資料５



ビジネストラック（イメージ図）

日
本

出国前

 在京大使館にて査証等申請
 相手国活動計画書の提出
 14日間の健康モニタリング
 PCR検査証明

Ｘ
国

入国時

 空港でのPCR検査

入国後

 14日間は活動計画書に基づき滞在
先と用務先の往復等に限定

帰国前

 14日間の健康モニタリング

日
本

帰国時

 空港でのPCR検査
 質問票（健康状態等）の提出
 本邦活動計画書の提出
 接触確認アプリの導入等

帰国後

 公共交通機関不使用
 本邦活動計画書に基づき、14日間

は自宅と勤務先の往復等に限定
 14日間の健康フォローアップ
 14日間の位置情報の保存

相
手
国
と
要
調
整

※ 入国直後のビジネスを可能とする上記ス
キーム（主に短期出張者用）とは別に、
入国後14日間の待機は維持する日本から
Ｘ国、Ｘ国から日本の双方向の「レジデ
ンストラック」（主に長期滞在者の派
遣・交代用）も併せて調整

（例）

（例）

（例）

Ｘ
国

出国前

 我が国在外公館にて査証等申請
 本邦活動計画書の提出
 14日間の健康モニタリング
 PCR検査証明

日
本

入国時

 空港でのPCR検査
 質問票（健康状態等）の提出
 本邦活動計画書の提出
 接触確認アプリの導入等

入国後

 公共交通機関不使用
 本邦活動計画書に基づき、14日間

は滞在先と用務先の往復等に限定
 14日間の健康フォローアップ
 14日間の位置情報の保存

相
手
国
と
要
調
整

日本→Ｘ国 Ｘ国→日本

（注）上記イメージ図は、相手国との協議・調整の結果、変更の可能性あり。



検査体制の基本的な考え・戦略
（案）

感染症対策と社会経済活動の両立に向けた考え方の整理

資料６－１



【基本的考え・戦略の要旨】
 感染症対策と社会経済活動の両立が求められている。このため検査に対する

基本的な考え・戦略を示すことが求められる。

 感染リスク評価及び新型コロナウイルスの検査前確率（検査前に考えられる
陽性率）に基づいて検査対象を以下の３つのカテゴリーに分け、それぞれに相
応しい方針を示す。
① 有症状者（症状のある人）
② 無症状者（明らかな症状がない者）

a.感染リスク及び検査前確率が高い場合
b.感染リスク及び検査前確率が低い場合

 ３つのカテゴリーのうち、①と②aについては、感染が拡大した場合に想定され
る国全体の検査ニーズを、国民に速やかに明らかにする。さらに、秋から冬に
向けて、季節性インフルエンザの流行にも対応した医療提供体制の確保を図
るとともに、その際に必要な検査ニーズを国民に明らかにし、その検査体制を
確保する。

 ②bについては、広く一般に推奨されるわけではないが、想定される課題や留
意点を踏まえつつ、社会経済活動の観点から個別の事情などに応じて検査を
行うことはあり得る。

2

2



➀有症状者
 医師が新型コロナウイルス感染症を疑うなど必要と認めた場合に検査ができる体制が確

保されていなければならない。

すでに改善されつつある点

 必要ならば速やかに相談、受診、検査を受けられる体制ができつつあり、発症から報告ま
での日数が減少している。引き続き、自治体において検査体制に関する点検作業が行わ
れているところであり、今後とも必要な改善策を講じ、速やかに相談、受診、検査を受けら
れる体制を早急に確立する。

 こうした体制確立に向けた作業の進捗状況について、国民に適時に明らかにする。

 迅速抗原検査、抗原定量検査、唾液PCR検査、唾液抗原定量検査など結果が短時間で
わかったり、患者・医療関係者の負担・感染リスクの軽減に繋がる検査方法が使用できる
ようになり、さらに改善されつつある。

これから求められる改善点

 季節性インフルエンザの流行を踏まえた検査体制をインフルエンザ流行前に確保するた
め、総合的な対応を検討することが重要。

3
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② a 無症状者
感染リスク及び検査前確率が高い場合

 無症状者であっても、濃厚接触者には検査を実施する。

 地域や集団、組織等において、感染の広がりを疑う状況があるなど検
査前確率が高く、クラスター連鎖が生じやすい（感染リスクが高い）と自
治体において判断される場合には、当該地域等に属する者を対象とし
た検査を実施する。

 医療機関や高齢者施設等には、高齢者等の重症化しやすい者が多い
ため、クラスターが発生した場合の影響が極めて大きくなることから、感
染が１例でも出た場合など検査前確率が十分に高くない場合であって
も、地域における疫学調査情報等も踏まえて同様の検査を実施できる。

 なお、入院時や手術前などの場合において、医師が必要と認める場合
には検査を実施する。

 水際対策も重要であり、社会経済活動を活性化するために、検疫にお
いても、無症状者を含めて必要な検査を実施する。

4
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検査実施のメリットと考えられている点
 感染していることを自覚していなかった感染者を明らかにし、適切な感
染防止策を講じることにより、２次感染を防止する。

 健康状態を正しく知りたいという希望に応える。
 不安を持つ被験者に安心感を与える：陰性になった場合、
その時点でウイルスに感染している可能性が低いことを示す。

 海外渡航、興行などが円滑に実施できる。

検査実施のデメリットと考えられている点
 感染リスク及び検査前確率が低い無症状者から感染者を発見する可能性
は極めて低い。膨大な検査を実施しても陽性者は僅かである。従って感
染拡大防止に対する効果も低い。
発症時に自ら自宅待機するだけでも実効再生産数を約30％低下させるのに対し、人口の５％に毎週検査を行い陽性者を
隔離したとしても、実効再生産数を2%低下させるに過ぎないという報告がある。(Kucharski AJ et al, Lancet Inf. Dis. 
2020)

 検査は万能ではなく、以下の様な偽陽性・偽陰性のような問題がある。

5

② b 無症状者
感染リスク及び検査前確率が低い場合
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検査実施のデメリットと考えられている点（つづき）
 偽陽性の問題
検査では一定数の偽陽性（感染していないが陽性と判定
されること）がありうる。検査前確率が低くなるほど、偽陽性
が
出やすくなる。

偽陽性者の不利益：
本来は不要な措置入院等を行うことなる。
真の陽性者と共に隔離されるため、不必要な感染をする可能性が
ある。

退院後に自分が既感染者として免疫を獲得したと誤解する可能性
がある。

偽陽性者がいても再度検査を行えば良い、という意見があるが、
再度検査を実施しても偽陽性者を見分けることはできない。

6

② b 無症状者
感染リスク及び検査前確率が低い場合
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検査実施のデメリットと考えられている点（つづき）
 偽陰性の問題

 検査結果が陰性でも感染していないとは限らない。一定数の偽陰性（感
染しているが陰性と判定されること）がありうる。
※一般的にPCR検査の感度は70%程度とされている。検体採取時期によってはさらに感
度は低くなる。

 偽陰性者が無自覚に感染を広げるリスクを考慮する必要。
 検査で陰性であっても、その後に感染する機会があれば、繰り返し検査
を行う必要がある。
検査結果を「陰性パスポート」として活用にするには頻回な検査が必要

 検査に係るコスト（人材、物資、資金）がある。検査対象者の数が
膨大である。
 検査を実施するコストのみならず、偽陽性を含む陽性者に対する保健所、
医療機関のコストも考慮。

例えば新宿区で全員を対象とすれば、約35万人、５日間で行うならば1日7万件の検査が、東
京都で全員を対象とすれば、約1,400万人、５日間で行うならば1日280万件の検査が必要

7

② b 無症状者
感染リスク及び検査前確率が低い場合
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 カテゴリー①、②aの検査を優先することが前提。
 感染症法における行政検査としては実施しないが、民間企業や個
人等が、海外渡航や興行を行うなど個別の事情に応じて、各々の
負担で検査を行うことはあり得る。その場合には、以下の事項に
留意する必要がある。
 検査実施者は、事前・結果の説明、陽性時の対応、費用負担などを
含む適切な実施計画を立てた上で実施すること。

 医療として適切な質が確保された検査を実施すること。
 簡便かつ低コストで、さらに医療関係者及び被験者の負担が
少ない検査を採用すること。

 検査実施者・対象者が共に検査の問題点に十分に留意すること。
 事業者が従業員を対象に検査を実施する場合は、労働者の同意を伴
う自由意志のもとでの実施とする。また、事業者がコストを負担し
た場合であっても検査結果の取り扱いについては、労働者の不利益
にならないようにするなど、必要な留意をしなければならない。

 なお、被災地対応などについては、別途必要性や地域における感染
状況などを踏まえながら適宜適切に判断することが重要。

8
② b に検査を実施することについての見解
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参考：検査前確率が0.1％の時の検査結果
【感度】：実際に感染している人のうち陽性になる人の割合
【特異度】：実際に感染していない人のうち陰性になる人の割合

（*）感染しているのに、検査で陰性と判定される：偽陰性
（**）感染していないのに、検査で陽性と判定される：偽陽性

 実際に感染している人よりも多くの人が偽陽性と判定され、検査陽性者のうち
本当に感染している割合（陽性的中率）は、約41％（70/170）となる。

 陽性的中率は、検査前確率が低くなるほど低くなる。

感染あり 感染なし 合計
検査陽性 70 100（**） 170
検査陰性 30（*） 99,800 99,830
合計 100 99,900 100,000

人口10万人：0.1％の人が感染、感度70％、特異度99.9％と仮定すると

9

9



10

PCR検査（LAMP法含む） 抗原検査（定量）（6/19導入） 抗原検査（簡易キット）（5/13導入）

検査内容 ・ウイルスの遺伝子を増幅させてその
量を測定

・分析機器を用いて、ウイルスのタンパ
ク質（抗原）に反応する抗体を用
いて測定

・簡易キットを用いて、ウイルスのタン
パク質（抗原）に反応する抗体を
用いて測定

検査時間 ・４～６時間
（時短PCR:１~２時間)
※このほか搬送等に時間が必要

・３０分 ・３０分

感度 ・少量のウイルス量で検出が可能 ・抗原検査（簡易キット）よりも感
度が高く、LAMP法と同程度の感度

・ＰＣＲ検査と比べ一定以上のウイ
ルス量が必要

用途 ・確定診断
・治療経過のフォロー
・陰性診断

・確定診断
・治療経過のフォロー
・陰性診断

・確定診断(発症２日目から９日目まで)
・迅速診断

検体採取
↓

(搬送)
↓

前処理
↓
検査
↓
判定

※鼻咽頭ぬぐい液、
唾液(発症から９日目まで)

※専門技師が必要

※機器、試薬が必要

検体採取
↓
判定

※鼻咽頭ぬぐい液

※その場で結果判明
（検査キットで簡便に）

検体採取
↓

(搬送)
↓

前処理
↓
検査
↓
判定

※鼻咽頭ぬぐい液、
唾液(発症から９日目まで)

※専門技師が必要

※機器、試薬が必要

※写真はイメージ

検査の対象者
PCR検査

（LAMP法含む）
抗原検査（定量）
（6月19日～）

抗原検査
（簡易キット）

鼻咽頭 唾液 鼻咽頭 唾液 鼻咽頭 唾液
有症状者
（症状が消退した
者も含む）

発症から９日目以内 ○ ○
(6月2日～）

○ ○ ○(※１)
（6月16日～）

×
発症から１０日目以降 ○ × ○ × △ ×

無症状者 ○ ×(※２) ○ ×(※２) × ×
※１：抗原検査（簡易キット）については、発症２日目から９日目以内
※２：無症状者の唾液PCR検査と鼻咽頭ＰＣＲ検査の一致度について研究中「△」は使用可能だが、陰性の場合は鼻咽頭PCR検査を行う必要あり

（参考）

10



○新型コロナウイルス感染者等の情報（症状、行動歴等）を
電子的に入力、一元的に管理、関係者間で共有！

◆現場の保健所職員等の作業をＩＴ化・ワンスオンリー化
（一度入力した情報を別途報告等する必要がなくなる。）

◆スマホ等を通じて患者が健康情報を入力
◆感染者等の状態変化を迅速に把握・対応

新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（HER-SYS*）について

【新システム導入のメリット】

【スケジュール】

【発生届】手書き、FAXでの届出。

⇒患者本人や医療機関、保健所等が入力し
た患者情報が迅速に集計され、都道府県、
国まで共有可能に。

⇒入院調整の迅速化や、クラスター対策の
効率化が可能に。

毎日、電話により健康状態を報告。
急変時に気づいてもらえないことも。

的確な対策立案のサポート

感染者・
濃厚接触者
【国民】

感染者等へのサポートの充実・安心

医師等

保健所
都道府県・国

【行政】

⇒パソコン・タブレットで入力・報告が可能に。
※保健所がＦＡＸをパソコンに入力する作業も減少。

⇒スマホ等により、簡単に報告可能に。
⇒きめ細かな安否確認を受けられるように。

電話・メール等により、感染者等の
情報を報告・共有。
保健所、都道府県、国が、それぞれ
感染者等の情報を入力・集計。
広域的な情報共有が不十分。

保健所・医療機関等の負担軽減⇒

* Health Center Real-time Information-sharing System on COVID-19

５月15日～ 一部自治体で試行利用開始
５月29日～ 全国で、準備が整った都道府県等・保健所・医療機関から順次利用開始（※）
※７月13日現在、116自治体（75％、総数155保健所設置自治体）が利用。 11



「②ａ無症状者：感染リスク及び事前確率が高い場所・人」 

に含めるべき対象について 

 

鳥取県知事 平井 伸治 

 

 

 検査体制の拡充に関して、「感染が１例でも出た病院あるいは高齢者施

設の濃厚接触者」や、「夜の街クラスターに関係する人」に加え、下記の

対象者についてもＰＣＲ検査を徹底的に行うカテゴリーとして扱うべき

と考える。 

 

 ①濃厚接触者以外の感染者との接触者や、感染者の立ち寄り先等を訪

問した者 

 

  特に地方部においては、感染者が生じた際、症状のある濃厚接触者に

限らず、感染者と接触があったり、感染者の立ち寄り先を訪問した者等

を含めて幅広く検査を実施し、初動で感染の拡大を封じ込めるよう取

り組んでおり、引き続きこのような取組を実施できるようにする必要

がある。 

  (例) 

   ・岐阜県では、３月に合唱団やスポーツジムで発生したクラスターに対して、濃厚接

触に限らず無症状の方を含めた３００人以上の関係者に対して幅広く検査を行い、

また、関係事業者の協力のもと約２，６００名の聞き取り調査を行うなど、感染の

状況を把握し、さらなる感染を防止した。 

   ・鳥取県では、７月に７５日ぶりに発生した４例目の感染者１名に関連して、３５９

件の検査を実施し、全員の陰性を確認。 

 

 ②検査を実施する公益性の高い者 

   

  例えば、災害発生時に被災地に派遣される応援職員については、感染

拡大への不安のため被災地が受入れを躊躇することで、結果的に適時

適切な支援が行えなくなることを避けるためにも、積極的に検査を行

い、支援活動が円滑に行われるようにする必要があるなど、公益性の高

い者に対する検査を行えるようにすべきである。 

  (例) 

   ・鳥取県では、７月の九州豪雨を受けて被災地に応援職員を派遣する際、出発前にＰ

ＣＲ検査を実施し、陰性を確認した上で現地に派遣。 

資料６－２ 



今後の新型コロナウイルス感染拡大防止対策について 

 
 

・首都圏を中心とした感染の拡大を封じ込めるため、クラスター発生に即した個別の

店舗や繁華街に対する実効性のある措置を講ずるとともに、軽症のまま地域で感染

を広げかねない若年層に対する呼びかけを行うなど、早急に適切な対策を講じてい

ただきたい。なお、全国の道府県による応援を検討する用意があることを申し添え

る。 
 
・ＰＣＲ検査の戦略的拡大に関して、クラスターが発生した店舗の関係者はもとより、

地方における初期段階の封じ込めも含めて検討するとともに、検査機器の導入や試

薬の供給、検査に要する経費などについて国として支援を行っていただきたい。 
 
・屋内イベントにおける「収容率５０％以内」の目安について、検討会を設置して検

討を進められていると承知しているが、地域の感染状況に即した開催に配慮するこ

とも含め、８月以降の取扱いを検討していただきたい。 
 
・新型コロナウイルス感染症の患者を受け入れた医療機関に加え、受診控えもあり地

域医療を担う多くの医療機関の経営が厳しくなっていることから、次の感染の波に

備えるためにも実態に即した支援を行うとともに、新型コロナウイルス感染症緊急

包括支援交付金が不足する場合には、予備費の執行を速やかに検討していただきた

い。 
 
・検査結果が判明するまで入国者を空港周辺に留め置くなど水際対策を強化するとと

もに、入国者の情報を都道府県へ提供していただきたい。 
 
・保健所の積極的疫学調査や特措法による休業要請等の実効性の担保や、個別店舗へ

の特措法第２４条第９項による協力要請も含め、法的措置を検討していただきたい。 
 
・テレワークやワーケーションをはじめとしたＩＣＴを活用した新たな生活様式の展

開を国として緊急に推進していただきたい。 
 
令和２年７月１０日 

全国知事会新型コロナウイルス緊急対策本部 
             本部長 徳島県知事 飯泉 嘉門 

本部長代行・副本部長 鳥取県知事 平井 伸治 
               副本部長 京都府知事 西脇 隆俊 

                副本部長 神奈川県知事 黒岩 祐治 



COCOAの利用拡大に向けたコミュニケーション施策

COCOAを知っている （現状約８割は認知）

COCOAの有効性を理解している

COCOAをインストールしている （７月15日現在706万件）

バリア

バリア

個人情報保護への懸念

監視社会のイメージ

感染拡大抑制効果の理解不足

自分のメリットが感じられない

周囲が入れていない

[ニュートラルな立場からの情報提供]
 データは匿名で、政府に集めることはせず

GPSで位置データを把握することもしない。
どこまでもプライバシー保護重視。

 利用者が増えれば増えるほど
外出・営業自粛などが不要になる。

[インフルエンサーを起用した行動喚起PR]
 業種別アプローチ
業界を代表する企業トップからの必要性訴求
業界別ガイドラインによるインストール勧奨
 生活者アプローチ
自分を、家族を、仲間を守るツールとして
子供を守る親向けに、学生生活を守る若者に…

今後、強化すべき施策

※バリアは民間企業による複数の調査からピックアップ

資料７



ワクチンに関する情報提供について

多くの国民にとって
ワクチンとは
コロナ禍の収束

コロナ禍から通常の生活に戻るために何が必要？

⇒ ワクチンが利用可能になること 82% ※

ワクチンの効果とは？
⇒ 25.9% 重症化防止

25.6% 感染防止
46.3% 両方 ※※

71.9%

ワクチンの効果と安全性は？ ⇒ 現時点では不明
ワクチン接種で集団免疫が獲得できる？ ⇒ まだ不確実

※民間企業の調査結果から 2020年５月11～13日
インターネット調査 全国の20～69歳の男女1000名

※※東京大学ビジョン研究センターの調査結果から 2009年
郵送調査 20～30代150名 40～50代158名 60～70代94名

ワクチン接種に関して
国民一人ひとりが

納得性の高い選択を行えるように
情報のサポートが必要

しかし、

情報の海のなかの灯台として
ワクチンに関する情報提供を
固定したチャネルで定期的に行う
コンテンツは簡潔で分かりやすく

今後、強化すべき施策

課題 取組



 

アドバイザリー・ボード  

感染者情報の活用のあり方に関するＷＧ設置要綱 

 

 

１．趣旨 

 厚生労働省において、感染者等の情報を一元的に把握・管理するため、「新型コロ

ナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（HER-SYS）」が開発・導入され、

５月末から全国で順次利用を開始しているところである。 

より効率的・効果的なサーベイランスに資するよう、HER-SYS の運用上の課題の検

討、収集されるデータの集計・分析及び結果の活用のあり方並びに感染症情報の収集・

管理の仕組み・体制のあり方等について、医療・公衆衛生分野の専門的・技術的見地

から検討するため、感染者情報の活用のあり方に関するワーキング・グループ（以下

「本ＷＧ」という。）を開催する。 

 

２．構成・運営 

（１）アドバイザリー・ボードの下に本ＷＧを置く。本ＷＧのメンバーはアドバイザリ

ー・ボードの座長が指名する者とする。 

（２）本ＷＧに座長を置く。座長は、アドバイザリー・ボードの座長が指名する者をも

って充てる。 

（３）座長は、必要に応じ、本ＷＧの会合に関係者の参加を求めることができる。 

（４）事務局は、本ＷＧの求めに応じ、検討に必要な情報の提供その他の必要な支援を

行う。 

 

３．審議内容の公表等 

（１）座長が適当と認めるときは、本ＷＧの会合を非公開とすることができる。 

（２）会合における審議内容の公表は、会議資料並びに開催日時、開催場所、出席者、

議題、発言者及び発言内容を記載した議事概要によることとする。 

（３）その他アドバイザリー・ボードの運営に関して必要な事項は、座長が定める。 

 

【構成員（案）】◎：座長 

 

 押谷 仁 東北大学大学院医学系研究科微生物学分野教授 

 釜萢 敏 公益社団法人日本医師会常任理事 

 清本 次保 神奈川県健康医療局保健医療部健康医療データ活用担当課長 

◎ 鈴木 基 国立感染症研究所感染症疫学センター長 

 仙賀 裕 一般社団法人日本病院会副会長 

 前田 秀雄 北区保健所長 

 松田 晋哉 産業医科大学公衆衛生学教授 

 三﨑 貴子 川崎市健康安全研究所企画調整担当部長 

資料８ 



今後の進め方（イメージ） 

 

１．主な論点 

（１）運用上の課題 

○ HER-SYSを入力・利用する自治体や医療機関にとって、より使いやすいシ

ステムとするためには、どのような課題があり、どう対応するか。 

 ・これまでの自治体等との意見交換の概要とそれを踏まえた対応予定 

 ・更なる改善課題について 

○ セキュリティ、個人情報保護の観点からの不安の声にどう対応するか。 

○ 保健所・都道府県間を超えた、より効果的な感染症対策（クラスター対

策、分析等）に資するシステムにすることはできないか。 

（２）収集データの活用のあり方 

○ HER-SYSにより収集されるデータを用いて、精緻な集計・分析がリアルタ

イムに可能となるはずだが、どのような分析が可能になるかについて、活

用可能性を更に検証するべきではないか。 

○ その上で、自治体等が用いやすい分析ツールを導入すべきではないか。 

○ さらに、集計・分析の結果が、どのように実務面での改善につながりう

るかについても示すべきではないか。あわせて、国、自治体等による結果

のフィードバックや情報提供のあり方についても示すべきではないか。 

（３）感染症情報の収集・管理の仕組み・体制のあり方等 

○ 国、都道府県、保健所設置市・特別区の情報共有における課題等につい

て 

２．進め方 

 ７月 14日（火） アドバイザリー・ボード 

・ＷＧ設置についての了承 

 ７月 21日頃まで 第１回ＷＧ 

          ・厚労省から現状説明（主な機能（データ可視化ツールを

含む。）、利用状況等） 

          ・主な論点（１）及び（２）について 

 ７月中      第２回ＷＧ 

          ・主な論点（２）及び（３）について 
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